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本共同研究報告について 

 
東日本大震災３年が経過し、多数の企業が甚大な被害を受けましたが、困難の中

から経営者は立ち上がり自社の再建、復興のため、そして地域社会のために新たな

道を模索し始めています。また、震災を機に企業家たちが東北に集まりだし被災地

に新たなビジネスや雇用を生み出そうとしています。これらの動きはひとつの大き

なうねりを生み出しつつあります。 

当センターでは、東北大学大学院経済学研究科地域イノベーション研究センター

（以下、東北大学）と共同で２０１１年度より「地域発イノベーション調査研究プ

ロジェクト」を結成し、東北地域のイノベーターの軌跡と成功のポイントを調査し

てまいりました。今年度は東日本大震災後にイノベーションを起こし、復興・成長

を果たした岩手・宮城・福島の３県における１１の事例について取り上げました。 

本報告書では、１１事例のうち当センターが調査を行った４事例について報告い

たします。なお、今年度に調査を実施したイノベーション事例は次のとおりです。 

企業・団体名 タイトル 

株式会社アップルファーム 

（六丁目農園） 

障がい者の戦略的雇用から始まる地域振興 

桃浦かき生産者合同会社および株式会社

仙台水産※ 
水産業復興特区の活用によるかき養殖の復興 

小野食品株式会社 逆境としなやかな事業転換 

ヤマニ醤株式会社 新たな醤油製造販売ビジネスモデルへの挑戦による復興 

株式会社橋本道路 地域の地域による地域のための「東松島方式がれき処理」 

有限会社オイカワデニム ※ 震災を機に、地域資源を活用した地域発展の牽引者へ 

株式会社高橋工業 造船業から建築業へ、海から陸へのエヴォリューション 

株式会社 フミン ※ 世界の窓にクールコーティング草命を 

会津東山温泉向瀧 風評被害を乗り越えた老舗旅館の静かなイノベーション 

株式会社高田自動車学校 ※ 企業イノベーションからソーシャルイノペーションへ 

一般社団法人ISHINOMAKl2.0 専門家集団が牽引する地域デザイン・イノベーション 

（※印は当センターにて調査した事例） 
 なお、本報告書の当センターホームページへの掲載にあたり、東北大学の了解のもと、

河北新報出版センター、山口北州印刷株式会社から原稿データの提供を受けております。 
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第 2章

水産業復興特区の活用によるかき養殖の復興
桃浦かき生産者合同会社および株式会社仙台水産

宮曽根　隆

はじめに

　宮城県石巻市の桃
もものうら

浦地区は東日本大震災以前は 160 人の小さな漁村集落で
あった。主にかき養殖を営んでいた桃浦地区は震災によりほぼすべての漁業
設備と住居を失い，文字通り存亡の危機に瀕した。その危機を救ったのは，
宮城県が構想し，復興庁が制定した水産業復興特区制度であり，それに参画
した地元の水産卸会社であった。
　この特区制度は従来，漁業協同組合（以下，漁協）に優先的に（事実上独占
的に）付与されていた特定区画漁業権（以下，漁業権）を漁協以外の組織に付
与できる初の制度であり，民間事業者の支援を受けやすくするものである。
　本章に登場する企業は，地元漁業者主体で設立された桃浦かき生産者合同

図表 2-1
桃浦かき生産者合同会社の概要

図表 2-2
株式会社仙台水産の概要
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会社（漁業権の受け皿，図表 2-1）と，それに参画した株式会社仙台水産（地
元の水産卸会社，図表 2-2）である。本章は，関係者が大変な苦労を重ねな
がら，初の試みである水産業特区制度を活用する経緯を描写し，イノベー
ションの内容を論じるものである。

1．桃浦地区の状況

　桃浦地区の被災前後の状況は図表 2-3 の通りである。被災前の漁協登録の
漁業者は 48 人であるが，専業的漁業者は半数程度で，そのうち 19 人がカキ
養殖事業者であった。彼らの多くが高齢者であり，後継者がいない状況で
あった。これは全国の多くの漁村で共通に見られる状況である。
　2011 年 3 月 11 日の東日本大震災による津波は，この小さな漁村集落のほ
とんどの住居，船，養殖設備を押し流した。仮設住宅を建てようにも適当な
高台がない。カキ養殖については，高齢化が進んでいたこともあり，特別な
支援がなければ再建を断念する漁業者がほとんどであった。住居と生業両方
の復旧が困難なことで，集落の消滅の危機に瀕していたと言える。
　この状況に対して宮城県漁協（宮城県の漁協は 2007 年 4 月に各地域の漁協
が合併して県全体で一つの漁協組織となった）は，合併時に国や県の財政支
援を受けていることから，特別な支援をする余裕はなかった。被災漁業者に
対しては，基本的に行政の補助金等を活用しても自力復活できないのであれ
ば，廃業もいたしかたないというスタンスであった。なお，漁協は伝統的
に，県知事から漁業権を付与され，養殖等の沿岸漁業において，漁場区画の

図表 2-3　震災前後の桃浦地区の状況
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割り当てなどの漁業者間調整に重要な役割を果たしていた。

2．宮城県知事の構想と復興庁の水産業復興特区

　桃浦地区でカキ養殖の再開を考えていた少数の漁業者が細々と再開に向け
た活動をやっている最中に，宮城県知事から特区構想が打ち出される。宮
城県の村井知事は漁業の復興に当たっては，旧に復するだけでは従前から続
いている衰退が止まらないので，発展的復興でなければならないと考えてい
た。そこで，国（当時，民主党政権）の復興構想会議の委員として，漁業に民
間企業の力を導入すべく，水産特区構想を提起した。
　その構想を受け，復興庁が制度化したのが「水産業復興特区」制度である。
　図表 2-4 は漁業法と復興庁の特区制度による漁業権の扱いの違いである。
左側の漁業法による一般原則では，地元漁協が漁業権付与の第 1 順位先であ
り，従来常に漁業権を付与されていた。
　これに対して，右側の特区制度では，漁業法上の第 2 順位，第 3 順位の法

図表 2-4　水産業復興特区における漁業権の付与
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人（漁業者中心の法人）に漁業権を付与できる。ただし，審査基準はかなり
厳しくなっており，「具体的な計画」「経理的基礎」「技術的能力」「社会的信
用」のほか，「地元に確実に経済的効果を及ぼす」といった項目も設定され
ている。なお，宮城県の当初の案は図表 2-4 の左側の第 5 順位（新規参入企
業等＝一般の民間企業）にも漁業権を付与できることを企図していたが，復
興庁の制度は地元漁業者中心という制約をかけた形になっている。
　また，実際に漁業権を付与されるまでには，現行法の手続きを踏む必要が
あり，その手続きには漁協が関与することになっている。このことが特区制
度活用の阻害要因になっているとの指摘もなされている。特区といえども，
民間企業にとって簡単に参画できる制度ではないことを指摘しておきたい。
　後述するが，桃浦地区では，地元漁業者と仙台水産が出資して「桃浦かき
生産者合同会社」が設立され，漁協に代わる漁業権の受け皿として，2013
年 8 月に漁業権が付与された。

3．特区構想に対する宮城県漁協の反対

　宮城県が特区構想を発表した 2011 年 5 月，宮城県漁協は臨時役員会にて
反対決議を行い，県に撤回を求める要望書を提出した。県漁協は「漁協組織
の根幹を揺るがすもので，容認できない。民間企業は利潤追求が第一義で，
これに合わなければ撤退し，地域に荒廃と崩壊が残される。われわれは企業
に隷属するつもりはない」と主張した（朝日新聞デジタル版 2011 年 5 月 11
日）。7 月には全漁連（全国漁業協同組合連合会）も東京・大手町で緊急の全
国漁業代表者集会を開き，特区反対を決議している。
　彼らの主張を一言で言えば，「漁協が漁業権を行使すれば浜の秩序が保た
れるが，漁協以外の者が行使すれば秩序が乱れる（可能性がある）」というも
のである。一般論として可能性は否定できないが，桃浦地区においては，次
の要因により問題は生じていない。

・漁業権の受け皿である合同会社には地元カキ養殖漁業者のほとんど全員
が参加。不参加の漁業者 1 名には本人の希望通り最も条件の良い漁場 3
人分を区割り。
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・信用のある地元企業が少数割合で合同会社に出資。

4．仙台水産とその被災地支援

　本節では，「桃浦かき生産者合同会社」の一方のパートナーである仙台水
産について説明する。
　同社は伝統のある東北の水産卸大手である。同社の復興支援についての基
本的な考え方は次のようなものである。
　①　産地の復興なくして我が社の復興なし
　②　本業の拡大を通じて復興推進という社会的貢献を果たす
　③　今でなければ，我々でなければできないという使命感を持つ
　この考え方に基づき，同社が震災後，実施してきた漁業者支援は次の 4 つ
に分類できると言う。

図表 2-5　仙台水産の主な被災地支援（震災後 1年）
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　①　水揚げインフラの壊滅により漁業再開できない漁業者への支援
　②　国・県の補助要件を満たさない漁業者への支援
　③　産地仲買業者の減少に伴う生産者価格下落防止の支援（一種の買支え）
　④　一時的な漁業種転換の支援

　図表 2-5 は具体的な被災地支援のリストである。これがすべてではない。
　自社ビジネスに関連するとは言え，篤志性を感じさせる内容である。宮城
県が特区構想における民間パートナーとして同社に打診したのは，すでにこ
のような活動をしており，かつ，信用のある企業であったからと推測できる。

5．桃浦漁業者と仙台水産の話し合い～合同会社設立まで

　本節では，宮城県が水産特区構想を発表してから桃浦かき合同会社が設立
されるまでの経緯を時系列で述べる。
　前述の通り，桃浦地区で事業継続意思を持つカキ養殖漁業者は当初 3 名の
みであり，個人の資金で細々と復旧を模索していた。その折（2011 年 5 月），
宮城県の水産特区の説明会が仙台市国際センターで開催された。それに出席
した上記 3 名は，その足で県に特区申請意向を伝える。その 3 名の中のリー
ダー格がのちの「桃浦かき生産者合同会社」代表の大山勝幸氏である。

写真 2-1　大山勝幸氏
（仙台水産ウエブサイトより）
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　2011 年 12 月，国が宮城県の当初の構想を修正する形で水産業復興特区法
を制定する。
　2012 年 1 月，宮城県が仙台水産に特区構想への参画を要請する（他の民間
事業者にも要請があったと思われる）。以降，仙台水産は現地視察を重ねて
本格的に本件を検討する。調査・検討事項は，漁業者の状況と意向（なぜ特
区活用を選択するのか），漁業権についての仙台水産のスタンス，仙台水産
の支援，負担（金銭的負担，人的負担）とリスクなどである。このうち負担と
リスクについては，これまでの漁業者支援とは質，量ともに桁違いになるこ
とから仙台水産社内でも相当の議論を重ねたとのことである。
　2012 年 6 月，県が仙台水産に正式に参加を依頼し，仙台水産は取締役会
にて参加を正式決定する。しかし，この段階ではまだ桃浦の漁業者の過半が
意思を固めていなかった。
　同月，仙台水産の島貫文好会長が県漁協（本部は石巻市）に本件に関する挨
拶に訪れる。2 週間ほどして県漁協から仙台水産の担当役員が呼び出され，
特区構想の進め方について非常に強いクレームがあったとのことである。
　同年 7 月，桃浦地区のカキ養殖漁業者 15 名は県漁協と仙台水産の双方か
ら別々に特区制度について説明を受けることになる。
　仙台水産の説明は 7 月後半に 5 回，1 回 4 時間程度に及んでいる。漁業者
からは素朴な疑問が多数出された。「そもそも会社とはどういう仕組か」「生
産計画はなぜ必要か」「給料はいくらくらいか」「会社がつぶれたら，どうな
るのか。自分たちが負債を負わされないか」等々である。仙台水産はこれら
に非常に丁寧に忍耐強く答えていった。
　また，仙台水産は，社会保険労務士と税理士を手配して，漁業者と個別に
面談させている。これはそれぞれの事情に応じて雇用形態や税務の扱いを検
討するためである。さらに，弁護士も現地に連れてゆき，漁業者の相談に乗
る体制も整えている。
　以上のように，時間をかけたきめ細かい対応がなされたが，漁協側からの
特区反対論に基づく説明もあり，桃浦地区漁業者の 3 分の 1 程度は特区制度
活用（合同会社への参加）に懐疑的であった。
　8 月 6 日，仙台水産の島貫会長が桃浦を訪問し，直接，漁業者に説明す
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る。「皆さんがまとまっていただければ，不退転の決意で支援する。決して
逃げない」との説明により，漁業者が賛成に傾きかけたように仙台水産担当
者は感じた。
　しかし，その後も，漁業者の間で次のような心配事が繰り返し出された。

・仙台水産が参画すると合同会社は組合員になれない。合同会社が組合員
になれなければ，漁協が整備したカキ処理施設が使えない。

・計画通りに進まない。そうなれば，仙台水産は逃げる。
・合同会社が倒産すると，漁業者が負債を負う。

　漁業者のこうした心配事は多分に県漁協の説明が反映されていると思われ
る。中には，「合同会社が立ちいかなくなったら，仙台水産は外国や反社会
的勢力に売り渡す」という話もあったとのことである（もっとも，この話に
関しては，桃浦漁業者は懸念と感じていなかった）。
　以上のような心配事に対しても，8 月中下旬に 3 回，仙台水産が漁業者に
再度丁寧に説明し，桃浦漁業者はようやく会社設立ということでまとまっ
た。なお，この段階では反対の方 1 名を除き，14 名での合意である。
　以上のような経緯を経て，2012 年 8 月 30 日，ついに「桃浦かき生産者合
同会社」が設立された。設立時点では桃浦漁業者の子弟 1 名の参加を得て
15 名での船出となった（この時点での出資は漁業者のみであり，仙台水産の
出資は 10 月である）。

6．「桃浦かき生産者合同会社」の内容

　合同会社の概要は本章冒頭の図表 2-1 のとおりである。
　漁業者主体であることを担保するため，出資額は漁業者が 450 万円に対し
て仙台水産が 440 万円として，漁業者の出資比率を仙台水産より高くしてい
る。合同会社は株式会社と異なり，意思決定や利益配分が出資比率によらな
い。桃浦会社は 1 名 1 票制の意思決定制度とした。すなわち，漁業者が 15
名 15 票，仙台水産が 1 票であり，仙台水産の議決権は 16 分の 1 の 6.25%
に過ぎない。これも漁業者主体を担保することになる。
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　合同会社に対する仙台水産の支援内容は図表 2-6 のとおり，多岐に亘る。
漁業者は会社経営の経験がないので，仙台水産が一から十まで支援すること
になる。単純な営利動機では割に合わない支援だと思われる。
　合同会社の事業計画のうち，雇用計画と生産販売計画は，それぞれ図表
2-7，図表 2-8 のとおりである。なお，これらの数字は，自然条件や労働者
の状況が震災前と大きな変化がないことを前提として策定された当初計画で
あるので，現況，この通り進んでいるということではない。

図表 2-6　合同会社に対する仙台水産の主な支援
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　雇用については，新卒を定期的に採用し，5 年後には正規従業員 28 名，
パート従業員等を含めた全従業員 60 名を雇用する計画である。それは設立
時の 4 倍の雇用となる。

　販売計画については，初年度が剥き身の生鮮かきのみで 1200 万円（12,000
千円），5 年度目に加工品と殻付の生鮮かきを加えて 3 億円を目標としている。

図表 2-7　合同会社の雇用計画

図表 2-8　合同会社の販売計画
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　損益については，初年度が 4000 万円程度の経常赤字，3 年度目の 2014 年
度に単年度黒字，5 年度目の 2016 年度に 6000 万円程度の経常黒字，累積損
失解消という計画になっている。（繰り返すが，これらの計画は当初のもの
であり，現況を反映しているものではない。）
　このほか，図表 2-9 のような地域振興・村落復興の展望も描いている。

7．合同会社設立から漁業権付与まで

　第 5 節で述べたように，桃浦漁業者と仙台水産は，大変な苦労をして
2012 年 8 月の合同会社設立にこぎつけた。しかし，会社設立後も苦労は続
く。本節では，会社設立から会社の漁協加入を経て 2013 年 9 月の漁業権付
与までの経緯を描写する。
　まず，特区制度適用前に合同会社が漁業を行うには，現行制度に則り，漁
協から漁業権を分けてもらわねばならない。そのためには漁協に加入する

（組合員になる）ことが必要である。2012 年 8 月 31 日（合同会社設立の翌日）
合同会社は漁協に組合加入1 を申請した。
　翌 9 月，漁協は合同会社に対して「桃浦及び周辺近隣の正準組合員の 3 分
の 2 の同意が必要」「反社会的勢力排除の条項を盛り込むために合同会社の
定款変更が必要」などの要求をする一方，加入申請を至近（9 月）の資格審査

図表 2-9　桃浦の村落復興イメージ
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委員会では審議しない旨の通告を行っている。
　翌 10 月，漁協は，宮城県当局の行政的指導もあり，組合員資格を付与し
ない法的な理由はないことから，資格審査委員会にて合同会社の組合員資格
を承認した。最終的に合同会社が組合員となったのは 12 月であった。
　次はいよいよ特区制度への申請である。申請は合同会社から宮城県，宮城
県から復興庁という 2 段階で行われる。
　前述したように漁協以外の組織に漁業権を付与するにはいくつかの審査基
準がある。申請に当たっては，審査基準を満たしていることを示すために，
膨大な添付資料を含む「復興推進計画」を作成する必要がある。復興庁が
2013 年 4 月 23 日，最終的に認定した計画は図表 2-10 に示す内容である。

　この認定に至る経緯は次の通りである。
　2012 年 11 月から 2013 年 1 月，宮城県の担当部局が本件に関わる漁業者
に広範に説明，聞き取りを行う。

図表 2-10　復興推進計画の内容
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　1 月 25 日，合同会社が宮城県に計画を提出する。
　3 月 8 日，宮城県水産業振興課長名で漁協石巻地区支所の組合員宛てに

「桃浦地区の水産業復興特区について」を発送し，これまでに接触できな
かった組合員から意見を募集する。また，3 月 16 日，17 日に延べ 3 回の説
明会（意見聴取の場）を開催する。先の 11 月～1 月の意見聴取と併せ，特区
に反対する意見はあるものの，特段の問題がないことを確認している。
　4 月 4 日，水産業復興特区地域協議会を開催する。この協議会の構成員
は，合同会社の大山勝幸代表，仙台水産の島貫文好会長，県漁協経営管理委
員会の菊地伸悦会長，県漁協の阿部力太郎理事長，県漁協石巻地区支所の伏
見眞司運営委員長（以上，本件に密接な関係を有する者。議事録記載順）およ
び宮城県の若生正博副知事（本協議会の議長），山田義輝農林水産部長の 7 名
である。この協議会は，主として漁協側 3 名の特区反対意見を伺う場であっ
たようであるが，県当局は事前の地道な聞き取り調査などにより，特区導入
によって桃浦に実害が発生しないことを丁寧に説明している。4 月 8 日に宮
城県は漁協側の懸念について正式に文書でも回答している。
　4 月 10 日，宮城県が復興庁に計画を申請する。
　4 月 23 日，復興庁が計画を認定する。
　4 月から 8 月，数次に亘る宮城海区漁業調整委員会にて漁場の割り当てな
どを審議し，8 月 7 日，合同会社に適格性ありとの答申を決定する。
　2013 年 8 月 30 日，ついに宮城県より桃浦かき生産者合同会社に漁業権が
付与（行政用語では免許）された。同社の設立からちょうど一年後のことで
あった。

8．何がイノベーションか

　水産業復興特区制度を活用した桃浦漁業者と仙台水産の取組みにおけるイ
ノベーションを筆者は次の 4 つに整理したい。
　①　特区制度自体
　②　個人事業から会社組織への転換
　③　漁業の六次産業化
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　④　技術革新

　第一に，水産業復興特区自体がこれまで漁協が独占してきた漁業権を初め
て漁協以外に開放したという点でイノベーションである。実は従来の制度で
も（特区制度でなくとも），会社形態の漁業や民間企業との連携は可能だとい
う見解がある。事実その通りである。しかし，漁業権に関する権限を漁協が
持つ場合，漁業者が漁協の意向と合わない行動をとることは非常に困難であ
る。典型的な例が「漁協の共販制度」（漁協が一括して入札，販売を行う）を
通さない直接販売（漁協に手数料が入らない）である。筆者は桃浦漁業者と民
間企業である仙台水産の行動の自由度を最大限に高めるという点が今回の特
区制度の本質的な意義だと考えている。
　
　第二に，漁師という家業（個人事業）から会社形態への転換である。会社組
織になることによる漁業者のメリットを仙台水産では次のように整理してい
る。
・給料制により安定的な収入を得られる（さらに社保完備，出資配当，賞与）
・傷病により長期休業しても相当程度会社から面倒を見てもらえる
・漁業継続のための個人投資が不要である（無理な借入が不要）
・共同作業により労力の軽減と安全操業が可能になる（従来比）
　これらのメリットの総合的効果として，後継者が確保しやすい，というの
が最大のメリットであろう。個人で漁業に参入する場合，漁協の組合員には
なれるが，浜ごとに決まる「漁業権行使規則」により 3 年程度の経験がなけ
れば漁場を割当てない，などの決まりに従う。数年間，手伝いはできるが独
立はできないなどの制約がある。また，そういう制約もさることながら，漁
船漁具を親から譲渡される子弟以外の者が個人で新規参入するには，漁船漁
具の初期投資の負担が阻害要因になっている。

　第三に，漁業の六次産業化が挙げられる。六次産業化とは一次産業（生産
するだけの漁業）に二次産業である加工，三次産業である販売を連携し高付
加価値化（一次産業の収益を上げる）を図ることである。
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　図表 2-11 は桃浦のカキ養殖事業のビジネスシステムの変化（筆者が簡略化
して表現したもの）である。
　上段が従来（震災前）の事業の流れである。
　従来は，漁業者は個人個人で水揚げをし，殻を取って剥き身にして漁協指
定の専用ケースに収める。そのケースは石巻市中心部にある漁協の共販所に
運ばれ，入札にかけられたあと流通していく。
　共販とは既述の通り，漁協が一括して入札販売を行う制度である。宮城県
のカキは原則として全量共販とされていた。漁業者にとって共販制度は，
漁協に渡せば手数料を支払う代わりに，代金回収のリスクがない形で全量を
売ってもらえるので，便利な制度ではある。しかし，入札以降のプロセス
と分断されているので，各種加工や消費者ニーズの反映による高付加価値化
とは無縁の制度と言える。また，共販の 9 割程度が量販店向けであるので，
そこでの店頭販売価格が基準となり，品質の高いカキにそれに見合う価格が
付かない（量販店向け価格よりわずかに高い価格は付くが）という問題もあっ
た。
　それに対して，下段の今後のシステムでは，「仙台水産が顧客を先に設定
し，共同でニーズに合う商品作りを行い，相場変動に左右されない高価格・
高品質・安定的供給を可能とするシステムを構築することができる。」（仙台
水産の説明による）　それは生産，加工，販売が連携された六次産業化シス
テムである。ただし，加工場が未完成の現時点（2013 年 11 月）では，剥き身
を量販店に直接販売する形が多いとのことである。

図表 2-11　桃浦カキのビジネスシステムの変化
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　これについて，合同会社の「業務内容」には次のように記載されている。
　「実質的な事業の開始は，2013 年 10 月以降です。それまでに，養殖
施設を整え，漁船も確保し，加工場の建設も行います。こうして生産・
加工・販売の一体化を本格的にスタートさせます。
　私たちは，新たな取組みも始め，（1）「見える化漁業」を目指した IT
技術の導入，シングルシード養殖等の新技術を導入して，生産性の向上
と高品質化を図ります。（2）ISO － 22000 を取得できる加工場建設，新
冷凍技術の導入を行い，衛生検査室を持って安全安心な商品づくりを目
指します。
　製品面では，生かきのパック詰め，ロケット詰めのみならず，多種多
様な商品開発製造を可能にする加工機材を完備し消費者ニーズに応えま
す。」（仙台水産ウェブサイトより。原文のまま）

　上記記載に出てくる販売との一体化の例として，春先の出荷が挙げられ
る。一般的なカキの旬は冬と思われているが，カキが本当に美味しいのは春
先であることを地元漁業者は知っており，春先出荷を提案したところ，大手
小売から強い引き合いがあったとのことである。また，小売と直接取引をす
ることで漁協による販売より出荷までの時間を大幅に削減し，高い鮮度を実
現できた。結果，従来より高い価格での販売につながっている。

　最後に，合同会社設立によって生じた主な技術革新が 2 つある。どちらも
先行事例があるが，三陸の個人漁業者では採用困難なものである。

図表 2-12　IT を活用した漁業の見える化
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　一つ目は図表 2-12 に示す IT による「漁業の見える化」である。従来は
漁業者個人の経験に大きく依存していた養殖事業を IT により科学にしよう
というものである。これにより，取引先への生育状況の説明が容易になり，
販売活動，養殖作業も効率化が図られる。ただし，現在はデータの蓄積段階
であり，生産予測等は次のステップとなる。
　二つ目はシングルシードである。
　カキ養殖で多く用いられる方式は，ホタテの貝殻（20㎝ ほど）を数十枚重ね
たもの（連と呼ぶ）に 0.3㎜ ほどのカキの幼生（松島で自然産卵されたものが桃
浦に流れてくる）をたくさん付着させ，その貝殻連を海中に垂らして生育させ
るというものである（垂下式養殖法と呼ぶ）。桃浦でもこの方式であった。
　これに対し，シングルシード（単一のタネの意）と呼ばれる方式は，幼生を
一個ずつ独立に育てる。そのために，カキの幼生を付着する媒体としてホタ
テではなく，カキ殻を 0.2㎜ ほどに砕いたものを利用する。これだとカキ殻
の欠片 1 個に 1 個の幼生しか付着しない。
　シングルシード方式は，手間がかかる半面，殻がきれいで大きく育つの
で，オイスターバーなどの需要に応えることができる。単価もかなり高く設
定できる。合同会社は従来方式に加え，付加価値の高いシングルシード方式
にも挑戦することにしたものである。ただし，挑戦段階であり，まだ想定の
結果は出ていないとのことである。

おわりに

　桃浦での水産業復興特区の試みは，制度が導入され，漁業権が合同会社に
付与され，民間企業支援の自由度を最大限にしたという意味では成功してい
る。筆者は成功要因を次の 3 つにまとめたい。
　第一は，合同会社代表の大山勝幸氏のリーダーシップと漁業者の団結力で
ある。
　桃浦は質の良いカキを生産することでバイヤーの中でも有名であった。そ
れだけに各漁業者のプライドも高く独立心が旺盛であったと思われる。その
ため「まとまる」という点では難しい浜であった。
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　合同会社の大山代表によれば，「マイナスからの出発であり，ビジョンを
示すことが難しかった。廃業を考えていた漁業者には，とにかく養殖を復活
させ，人を集め，桃浦集落を残すという考えを伝えた」。意見がしばしば対
立するが，お互いに誠意を持って話し合ったことにより合意形成ができ，団
結力が強固なものとなった。
　第二は，仙台水産の忍耐と努力である。漁協サイド（中央組織である全漁
連や関連研究機関，さらには一部の学識者，マスコミなども含む）の反対活
動は相当のものであった。それでも今日まで桃浦地区の復興を支援している
のは，島貫会長以下の地域水産業への責任感の強さのためであろう。再述す
るが営利目的では，事業リスクも抵抗も大きい活動をここまで続けることは
できないと思われる。
　最後に忘れてならないのは，宮城県の村井知事のぶれない姿勢と県職員の
努力である。知事は従来の漁業のあり方に対する危機感と，何らかの大胆な
改革が必要との信念を持っていた。宮城県で一定の政治的影響力のある漁協
の反対にも関わらず，その信念を曲げることがなかった。また，県の担当
部局は特に 2012 年 11 月から 2013 年 4 月にかけて，現場の情報を丹念に集
め，漁協側の懸念，反対意見に真 に，かつ，粘り強く対応した。

　水産業復興特区の適用を申請した地区は桃浦という小さな地区のみであっ
た。しかし，日本の沿岸漁業の制度改革という点では大きなインパクトが
あったのではないだろうか。少なくとも漁業関係者にこれまで以上の努力

（六次産業化などの）を促す効果があったと考えられる。
　最後に，桃浦かき生産者合同会社の今後の成功と日本漁業全体の改革の進
展を期待したい。
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桃浦かき生産者合同会社および株式会社仙台水産のイノベーションの軌跡

時期 出来事 背景にある事実やエピソード

2011 年 3 月 東日本大震災発生 津波被害が甚大。住宅の 9 割以上が流出した。震
災前から高齢化が深刻であり，後継者もいなかっ
た。仮設住宅が地域に建てられず，漁業廃業，村
落消滅の恐れがあった。

5 月 宮城県知事が国の
復興構想会議にて
特区構想発表

震災前から漁業の衰退は明らかであり，民間のノ
ウハウを導入し経営の刷新を図らなければ再建し
ても遠からず衰退するという認識があった。
宮城県漁協は独自の支援策を提示できず，補助金
と自己資金による自力再建の道しか残されていな
かった漁業者はほとんどが廃業意向であった。

宮城県漁協による
特区への反対表明

水産特区（漁業権を漁協以外の者に与える）の導入
が，宮城県漁協による漁場管理と競合することに
対して激しい反対が主張される。以降，宮城県と
宮城県漁協の対立が続く。

桃浦漁業者が特区
活用を県に申込み

漁業継続意向を持つ漁業者 3 名が仙台市で行われ
た村井知事の特区に関する講演を聞き，即日，県
に参加の申し込みを行った。

2012 年 1 月 宮城県が仙台水産
へ特区構想参画の
打診

仙台水産はすでに CSR として漁業者の復興支援を
盛んに行っていた。宮城県からの打診を受け，仙
台水産が現地での調査を複数回実施する。

6 月 仙台水産が特区参
画を正式決定

仙台水産としては，従来の漁業者支援と比較にな
らないほどの大きな投資になるため，慎重に検討
を重ね取締役会にて参加を決定した。同時に桃浦
支援についての基本的な方針をまとめる。

7 月～8 月 会社のあり方と事
業計画を桃浦漁業
者と仙台水産が検
討

桃浦の漁業者は賛成派，反対派，中間派がほぼ同
数ずつに分かれており合意形成が難航した。漁協
側から懸念事項の説明も繰り返しなされ，心配事
は尽きなかった。
個人事業主であった漁業者は会社概念や事業計画
になじみがなかったため，仙台水産は基本的なこ
とから丁寧に説明した。
複数回の説明でも仙台水産に懐疑的な漁業者がい
たが，仙台水産の会長が直接説得に訪れることで
漁業者との信頼関係を形成していった。
繰り返し提起される漁業者の不安を仙台水産が解
消していくプロセスの中で，最終的に漁業者の特
区への参加機運が高まり，反対 1 名を除く 14 名で
合同会社の設立を固める。
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時期 出来事 背景にある事実やエピソード

8 月 桃浦かき生産者合
同会社設立

地元漁業者 14 名と新規参加者 1 名，計 15 名の出
資で発足した。（仙台水産の出資は 10 月）　仙台水
産から総務・経理担当の社員 2 名を派遣する。

10 月～12 月 宮城県漁協へ加入 仙台水産の島貫会長と宮城県漁協の菊池会長が漁
場の利用についての覚書を交わす。この時点では
漁業権は漁協が管理しており，合同会社が漁を営
むには漁協に加入する必要があった。合同会社に
漁協より漁業権が付与されたのは 12 月。

12 月 仙台水産からの経
営支援

養殖施設費や中古船購入費などの資金を支援。受
発注・経理のコンピューターシステムも整備。（こ
れ以外の支援も継続的に行われている。）

2013 年 3 月 合同会社生産のカ
キ初出荷

一般的なカキの旬は冬と思われているが，カキが
本当に美味しいのは春先であることを地元漁業者
は知っており，春先出荷を提案。大手小売などか
ら強い引き合いを受ける。
小売と直接取引をすることで高い鮮度を実現し(漁
協による販売より出荷までの時間を大幅に削減 )，
従来より高い価格でカキを販売。

4 月 復興庁が特区適用
を認定

合同会社，仙台水産，漁協，宮城県の四者による
「水産業復興特区地域協議会」開催を経て，宮城県
が復興庁に特区適用の申請を行い，同月に復興庁
から特区適用の認定を受ける。

7 月 企業合同説明会に
参加

後継者確保の取組みとして，石巻市内で実施され
た企業合同説明会に参加し，新入社員を募集。

新造船の進水式 合同会社の社員や地元住民，仙水グループ各社の
役職員など，約 70 人が出席して震災後初の新造船
の進水式を行う。

8 月 本社兼加工場の着
工

冷凍や燻製などカキのあらゆる加工が可能な水産
加工場を着工する。

8 月 漁業権の交付 正式に特区が適用され宮城県知事より合同会社に
漁業権が付与される。（合同会社設立からちょうど
1 年後。発効は 9 月 1 日）
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【謝辞】
　本章執筆に当たってインタビューならびに資料閲覧に多大なるご協力をいただ
きました桃浦かき生産者合同会社ならびに株式会社仙台水産の方々に厚く御礼申
し上げます。

【インタビュー】
・桃浦かき生産者合同会社 代表 大山勝幸 氏，株式会社仙台水産 専務取締役 鈴木

隆志 氏 ほか（2013 年 6 月 27 日）（このほかにも間接的に仙台水産の島貫会長の
意見を伺っている。）

【主要参考文献】
・復興庁記者発表資料（2013 年 4 月 23 日）「復興推進計画の認定について」（4 月 10

日宮城県が提出した計画書も大部の添付資料とともに開示）
・仙水グループ（仙台水産）ウェブサイト
　http://www.sendaisuisan.co.jp/index.html

【注】
1．仙台水産の島貫会長は本稿の確認の際，次のような意見を述べている。「特区

の制度上，漁協組合員になる必要性については異論もある。今回の場合は国の
認定から漁業権取得までの期間が長いため，県の指導もあり組合員となったが，
認定即漁業権の取得であれば，組合員になる必要はない。今般の手続きが将来
特区を活用する場合の悪例となることを懸念する｣
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第 6章

震災を機に、地域資源を活用した地域発展の牽引者へ
有限会社 オイカワデニム

小笠原　修一

はじめに

　有限会社オイカワデニムは，有名人が愛用するジーンズやリーバイス 501
の復刻モデルを製作する知る人ぞ知るデニム製品の縫製会社である。その工
場は，海岸沿いの国道45号線を眼下に見下ろす海抜40ｍほどの高台にある。

写真 6-1　工場から見下ろす太平洋
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　数年前に，この高台に引っ越してきたことが幸いし，この工場だけが東日
本大震災の津波被害を免れた。そのため，工場は津波被害から逃れた地域住
民と付近を走行していた車両に乗車していた人々約150人の避難所となった。
　そして，まだ電気，水道などのライフラインが復旧していないにもかかわ
らず，被災 1 ケ月後には工場を再開し，気仙沼の復興のシンボルとなるとと
もに地域の復興のけん引役を果たしてきた。
　4 か月に及ぶ避難者との共同生活から，及川秀子社長の中で地元・気仙沼
に雇用を創出し地域とともに復興しなければならないとの思いが強くなり，
震災から 1 年後には大漁旗や漁網，サメ皮などの地元素材を使ったデニム
バッグの販売を通じて地元・気仙沼を世界に発信する新たなブランドを立ち
上げた。
　オイカワデニムの復興に向けた思いと取組みを見ていきたい。

1．2 度の危機を乗り越えて独自ブランドを立ち上げ

1．1　創業
　オイカワデニムの代表取締役 及川秀子氏は 1961 年に新潟県出雲崎町から
気仙沼に嫁いだ。当時，夫の実家は呉服屋を経営していたが，呉服の需要は
減少をたどっていった。1981 年に，夫の及川明氏が次の時代はジーンズが

有限会社  オイカワデニムの会社概要

商号 有限会社 オイカワデニム

所在地 〒 988-0325 宮城県気仙沼市本吉町蔵内 83-1

代表者 代表取締役　及川秀子

創業 1981 年 4 月（昭和 56 年）

設立 1987 年 10 月（昭和 62 年）

資本金 5,000 千円

従業員 23 名

事業内容 ジーンズ企画製造販売， 布鞄企画製造販売

取扱ブランド STUDIO ZERO， SHIRO 0819
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流行るとジーンズの縫製事業を起業し，秀子氏は専務取締役に就任した。
1987 年には有限会社オイカワデニムを設立した。

1．2　2 度の危機を乗り越えて
　（1）夫の死
　商社を通した OEM 生産により事業は順調だったが，バブル経済が崩壊し
た年の 1991 年に夫の明氏が病気のため 48 歳の若さで他界した。「辞めよう
と覚悟した時が 2 回あった」と及川社長が述懐するその 1 回目であった。
　新潟の両親から，事業をたたんで子供たちを新潟の学校に進学させるよう
に勧められたが，工場で働く従業員のことや，夫が病気の際に助けていただ
いた地元の人たちに事業を通じて恩返しをしたいという気持ちで事業を継続
した。3 人の子供たちは，ひとりでがんばる母親の秀子氏の気持ちを知って
かしらずか，高校を卒業後，次々と家業を手伝うようになった。3 人の息子
は，今では専務取締役，常務取締役，取締役生産本部長と会社の屋台骨を支
える存在となっている。
　3 人の息子たちの支えに加え，ソフトジーンズやヴィンテージジーンズが

写真 6-2　及川秀子社長
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流行したこともあり，オイカワデニムは「エドウィン」や「ラングラー」と
いったグローバルブランドの OEM 生産を手掛けるようになり，事業は徐々
に軌道に乗った。とはいっても，今思えば，量産工場として海外との価格競
争に耐えながら，無尽蔵にくる商社からの仕事をひたすらこなしていたとい
うのが実態のようだ。

　（2）2 度目の危機
　このようななか，デニム業界に押し寄せていたグローバル化の波が 1997
年にオイカワデニムにも及んだ。OEM 供給先の企業が人件費の安い海外に
生産拠点を移転させることを決めたのだ。
　「当時は 3 年間ひとつの品番だけという規模の大きな仕事を受注すること
もあったが，受注していた仕事が終了する 3 日前にこれで終わり，と言われ
て本当に仕事がない状態になった」と秀子氏は当時を思い出し述懐する。商
社から 3 人の息子に，数年間，海外の工場で管理・指導をしてくれないかと
いう誘いもあったという。しかし，その後どうするのか，事業主として従業
員の生活を守り抜く必要もあると考えた秀子氏は下請けからの脱却を決意し
た。
　仕事が全くない期間が 2 カ月ほど続いたというが，そのようななか，秀子
氏が従業員全員に「（工場にある材料とミシンで）自分の穿きたいものを創っ
てください。創ったものは自分のものにしていいですよ」「（ラインで作ると
すぐできてしまうから，時間はたくさんあるから）1 から 10 まで全部自分で
やりなさい」と指示を出した。下請けから脱却するには知恵を出し，これま
でにない工夫が必要となると考えたからだった。
　二男で常務取締役の及川洋氏は当時を次のように振り返った。

　「今それをやれと言われてもきっと無理だと思う。従業員一人ひとり
がジーンズを作る全行程を把握することにより，ジーンズの縫製に対す
る理解度が飛躍的に高まった。従業員が次の工程を意識して，次の人が
やりやすいようにするにはどうしたらよいか一人ひとりが考えられるよ
うになった。例をあげれば，縫製の際にわざと曲げて縫わなければなら
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ない商品があるが，なぜここをこう曲がらなければいけないのか，どう
曲げたらいいのかということを考え理解できるようになった。その時に
やっぱりものすごくデニムを勉強した。」（及川洋氏インタビューより）

　その後，防衛庁の迷彩服の生産を受注した。迷彩服はアイロンが効きにく
く，サイズがいろいろで，いちいち補強のための当て布をつけて丈夫に縫製
する必要があり，工程数がとても多く非常に手間暇かかる仕事だった。採算
ラインギリギリの仕事だったが，他に仕事がなかったこともあり頑張った。
この仕事で危機をなんとか乗り切ったのだが，秀子氏は「このおかげでヴィ
ンテージのデニムが縫えるようになった」という。
　迷彩服で食いつないでいるうちに，デニムの OEM の受注も入り始めた。
そして，同社は，OEM 先の商品開発の意図を理解し，そのイメージを生地
から具体化する商品開発力や，ヴィンテージ製品の当時の縫製・織物の技術
的背景を理解し，忠実に再現する技術力等を見込まれ，2003 年のリーバイ・
ストラウス社創業 150 周年を記念したヴィンテージモデルをはじめ，限定品
など特別製作を依頼されるようになった。
　「今考えれば本当に，その時その時が全部糧になっている」と洋氏は語
る。経営危機に直面するなか，すべて手作業で自分が穿きたいジーンズを制
作するという得難い経験と面倒な仕事を根気強く続けたことにより，他では
まねのできないオンリーワンの技術が磨かれた。

1．3　独自ブランドの立ち上げ
　1997 年に下請けからの脱却を決意した秀子氏だが，独自ブランドを立ち
上げたのは決意から 8 年後の 2005 年であった。
　世の中に 1000 円以下のデニムが出始めた頃で，OEM 先から「指定工場
だけど守れない。どうにか頑張って工夫してくれ。生き残るための取組み
だったらどんなことでも応援する」と言われたという。OEM 先からの発注
がまたも激減したのである。それはオイカワデニムにとって 3 度目の危機
だった。下請けがオリジナルをやるということは，OEM 先の商品の売り場
を奪って小売店の棚にいれることにもなりかねないためそれまで慎重だった



106

が，OEM 先からのこの言葉で独自ブランドの立ち上げを決意した。
　後になって考えると，この 8 年間は次に訪れる危機を乗り越えるための準
備に必要な時間だったのかもしれない。

　（1）ブランドコンセプトの確立
　そのころのオイカワデニムは，OEM とはいっても，量産工場として海外
との価格競争に耐えながら無尽蔵にくる商社からの仕事をひたすらこなして
いた頃とは違っていた。洋氏は「OEM というのは下請け。しかし，自分た
ちはお客さまと対等の立場にいた。単に技術がある工場というのではなく，
何もない状態からイメージを膨らませ，固めていくことをしていた」とい
う。そして，「その源泉である頭のなかのイメージの世界の企画力や提案力
を，自分たち兄弟の子供たちがやりたいといった時にどのようにしたら残せ
るかと考えていた」という。
　その時に，ものづくりで世界第 2 位の経済大国となった日本人が持つ「も
のを作る，ものを産む」という力のすごさに気づき，自分たちのやっている
仕事を何とか後世に残したいと思うようになった。また，ファッション業界，
デニム業界における日本の優位性に思い至った。例えば，世界で一番オシャ
レな町は東京の原宿と言われるくらい日本は世界からファッションでは憧れ
をもって見られている。デニムの三大産地は中国，トルコ，日本の岡山であ
り，日本のデニムは世界的に有名で，岡山のデニムは世界的にブランド力が
ある。しかも，世界で一番売れているジーンズは日本のエドウィンである。
　そういうなかで，同じ日本製であっても全部の工程を日本人が作っている
デニムは 5％ 以下しかないという事実に気づき，OEM からの脱却という想
いを具体化する方法として，生地を織るところから主要資材の製作まで「日
本人の手による製品」に徹底的にこだわったブランドを確立したいと考える
ようになった。

　（2）ブランド名「STUDIO  ZERO」に込めた思い
　「STUDIO  ZERO」にはオイカワデニムのそれまでの苦労とこのブランド
に懸ける思いが凝縮されている。
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　「ゼロ」には，「ここから始まる」＝「スタート」という意味が込められて
いる。特に，下請けからの脱却というのは「初めて販売を始めること」なの
で，ゼロから始めるという意味を込めた。また，ジーンズは毎日使っていく
なかで穿く人の形がでてくるもので，ずっと長い年月かけて初めて完成され
るものだから，売ったから終わりではなくて「（ジーンズを通したお客さま
との関係が）そこから始まる」ということも含意しているのだという。さら
にオイカワデニムの頭文字「Ｏ（オー）」を掛けている。「スタジオ」には，

「工場」ではなく，いろんなものが生まれる「工房」という意味を込めたと
いう。

　（3）販売
　下請けが自社ブランドをやるということは，OEM 先の商品を除けて棚に
いれることにもなりかねない。そのため，実行にあたっては細心の注意を
払った。
　オイカワデニムの顧客ターゲットは，OEM 先の商品と競合しないように
との配慮から日本製にこだわる海外の富裕層とした。また，自社ブランド
を出していることが分からないように，人が最も集まる東京に「STUDIO  
ZERO」の事務所を作り，インターネット販売に特化した。
　最初は思い通りに売れなかったが、2007 年に転機が訪れた。思い通りに
売れず悩んでいた洋氏がふらりと立ち寄った東京の飲食店でのことである。

写真 6-3 　「STUDIO  ZERO」のジーンズ
（ 震災後， 瓦礫の中から見つかった品）
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見知らぬ外国人に声をかけられ「お前の穿いているジーンズはどこのだ」
との問いに「俺が作っている。俺の商品だ。かっこいいだろ」と返答し，
他愛もない話をしてその日は別れた。後日，その外国人から「ブースを準備
したからピッティ・ウォモ（イタリアのフィレンツェで開催される世界最大
のメンズファッションの見本市）に出展しろ」というメールがきた。見知ら
ぬ外国人はイタリアのバイヤーだったのだ。これが本格的な海外展開のス
タートとなった。その後，ピッティ・ウォモには毎年出展するようになり，

「STUDIO  ZERO」は日本国内以上に海外で認知されるようになった。
　ロシアでは，ディストリビューター（卸業者）から，デニム 1 本 25,000 円
という値段では売れないと言われたが，洋氏は自分たちの日本製へのこだわ
りは絶対に譲れないということを懇々と説明した。そのうち，「フェラーリ
やカウンタック（イタリアの超高級スポーツカー）を作っているのと同じ」と
いう共通理解が生まれ，そういうセグメントに売るために協力してもらえる
ことになった。
　海外展開の苦労を振り返って洋氏は「ヨーロッパに行って初めて日本のエ
ドウィンがものすごいブランドであることに気づいた」と話す。一方で，

「その時にブランドは育てるものだと思った。自分の代で終わるのではな
く，ずっと続けていくということを考えた。自分の時に苦労をしておけば，
後世の人間が何かつまずいた時に教えてあげられる。だから，規模が小さい
うちは自分たちにできることは自分たちで何でもやろうと思って海外とのや
りとりなども自分たちでやってきた」と語る。

1．4　現在の高台に工場を新設・移転
　2008 年にオイカワデニムは現在の高台に新工場を建設した。海岸にほど
近いところにある創業以来の木造の工場が老朽化し，敷地が借地だったこと
もあり，移転先の土地を探したところ，この高台が空いていた。旧工場から
近くて従業員が通いやすいのだが，当時は高台の下が鬱蒼とした竹藪で景色
もよくなかったので引っ越すのが嫌だったという。しかし，自宅，旧工場，
製品倉庫が 2011 年の東日本大震災の津波で流されてしまい，この新工場だ
けが残ったことを考えればこの新工場建設は非常に大きな判断だった。



第 6 章　震災を機に、地域資源を活用した地域発展の牽引者へ　　109

　工場移転後，東日本大震災の前年の 2010 年にチリで大地震が発生し津波
警報が発令された。その際に周辺住民がこの高台に集まってきた様子を見
て，以前から本吉町婦人防火クラブの会長をしていた秀子氏は，有事の際に
は新工場が避難所になるのではないかと予感したという。

2．震災後に復興を牽引

2．1　高台にある新工場が避難所に
　（1）3 月 11 日地震当日
　地震の直後，6 ｍの大津波が到達するという情報が流れた。その後 10 ｍ
と修正されたようだが，その情報は現地の人々は入手できなかった。沿岸地
域の住民は自分の家が海抜何ｍのところに建っているのか大体知っているの
で，大丈夫だと思い，逃げなかった人も多かった。
　工場のある高台は海抜 40 ｍ以上のところにあり，周辺の住民はここから
の景色を知っているので，6 ｍの津波を見物しに集まってきた。みんな写真
を撮っているほどで，切迫感はなかった。
　最初の引き波を見ながら，「6 ｍの津波でも引くんだ」などと話していた
が，そのうちにみるみる水位が上がってきて津波の第一波が海抜 22 ｍある
高台の下の国道 45 号線まで到達した。（冒頭の写真 6 － 1 に写っている道路
が国道 45 号線）その後，ものすごい勢いで波は引き，水深 30 ｍくらいの海
底が見えるほどであった。そのうち沖合に白い波頭が見え，それがとてつも
ない大波だった。一波目がこの下の国道まできていたので，二波目はこの高
台まで来るかもしれないという恐怖心から，高台にいた人々は更に高いとこ
ろに向かって走って逃げた。だから，二波目以降の津波の写真はほとんどな
いという。
　津波が引いたあとも，情報は全くなかった。電気もなく真っ暗だったが，
鹿折地区のほうが明るかった（実は火事だった）ので，それを見て，「あっち
は電気がきている，被害が甚大なのは自分たちの周辺だけで明日は助けがき
てくれる。今晩過ごせばなんとかなる」と思っていた。寒かったのでオイカ
ワデニムは工場と事務所を解放し，高台に集まってきた 150 人が一晩を一緒
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にそこで過ごした。

　（2）一番明るい避難所と呼ばれる運営を実現
　地震の翌日，気仙沼市内に出かけていたため連絡がとれなかった秀子氏が
帰ってきた。そこで甚大な被害が広域に及んでいることを知った。こうして
150 人の共同生活が始まった。
　本吉町婦人防火クラブの会長をしていた秀子氏の知見と幾度も危機を乗り
越えてきた経営力が避難所の運営にいかんなく発揮された。3 日目には炊事
班や医療班などの班編成をして避難所のみんなで役割分担をした。家が流さ
れたかどうかなどの区別をせず，みんな公平にした。毎朝 8 時に安否確認を
した。食糧が来た時に旗を掲げて周辺住民と連絡をとった。
　指定避難所でないという理由で水などの物資援助を受けられない状態が 1
週間ほど続くなど，予想もしない困難の連続だったが，幸いファミリーマー
トとダイドードリンコの配送車も高台に避難してきており，積んでいた食糧
等をみんなで分け合うことができた。皆の協力と応援を力にして一番明るい
避難所と呼ばれる運営を実現した。避難所運営は 7 月 24 日に閉鎖されるま
で約 4 カ月以上に渡り続いた。

2．2　いち早く工場を再開
　避難所運営のかたわら，秀子氏はオイカワデニムの代表としての役割も果
たした。

　（1）従業員との話し合い
　オイカワデニムの従業員は家に家族がいるため，地震の後すぐに家に帰さ
れていた。そのため，秀子氏はまず従業員の安否を確認した。2 週間かかっ
たものの，幸い全員の無事が確認できたので，全員を集めて今後のことを話
し合った。
　自宅が流されたり，身近な方が亡くなったりした従業員も多く，今後のこ
とを考えようといっても，当時はそういう状況ではなかった。しかし，秀子
氏は，仮設住宅に入った後を考えて「人として当たり前の生活」つまり「仕
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事をしてお金を得てそれで物を買って生活をするという普通の生活を目指そ
う」と話をした。従業員の多くは女性のため，夫の仕事の関係で引っ越す人
もいた。学校の再開の見通しもたたない状況だったため子供がいる人など仕
事どころではない人も多かった。しかし秀子氏は，せめて人と触れ合うのが
大事だと思ったので，「来られたらでいい。もし来られるのだったら，挨拶
するだけでいいから 10 分でも来てほしい」と従業員にお願いした。その結
果，震災前にいた従業員の 7 割くらいが戻ってきた。

　（2）工場再開
　工場の再開は当初は停電が解消してからでもよいと思っていた。しかし秀
子氏と長男で専務取締役の及川昭彦氏が発電機を探しあて，3 月 25 日に発電
機を設置，4 月 4 日に工場を再開することができた。当時はガソリンがなかっ
たのでどうやって発電機を工場に運ぶかを相談していたら，避難していた漁
師の人たちが，お世話になったからと言ってトラックを出して運んでくれた。
　工場再開後，最初に何を製造するかと考えた時に，ここまで来られたのも
周りの人たちの協力があったからこそと思った秀子氏は，大きなバッグを
300 枚ほど縫って避難所の人たちに 1 枚ずつ配った。当時は，配給される物
資を段ボールで囲っているだけの空間までむき出しのまま持ち帰って，その
ままの状態で置いていた。洗濯物もそのまま置かれていた状態で，プライバ
シーなどなかった。そのような状況を見て，秀子氏は何か入れ物があったら
いいのではないかと考えたからだった。
　工場再開と同時に，「人数無制限。経験不問。来てくれた方はその日から
即正社員。就業後，前の職場が復旧したら辞めていい」という驚くべき条
件でハローワークに求人募集を出した。当時，気仙沼の失業率は 75％ 以上
だった。つまり，官公庁と一部の会社以外は全て失業という状態だった。

「町は今から復興する。そのために必要なのは人。復興のためには自分で生
活できる人が増えなければならない」という秀子氏の強い思いからだった。
しかし，1 年間同じ条件で求人を出し続けても応募は1 名だった。当時この地
域の人々は，ハローワークに仕事を探しにいける状況でも，仕事に出られる状
況でもなかった。それほどひどい状態だったということだろう。
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　（3）流されたジーンズが発見
　工場を再開して間もない 4 月 20 日に瓦礫のなかから約 40 本のジーンズ（前
掲写真 6-3）が見つかった。倉庫とともに津波に流され瓦礫に揉まれながら
も，1 本の糸もほつれずリベットも錆びていないジーンズを見て，秀子氏は自
社の技術に自信を持った。また，発見されたジーンズが復興のシンボルとし
て大きく取り上げられ，避難所の人々にとっても前に進む力になった。
　一方で，流されたジーンズは 5，000 本あまり。実際の損失額，お客さまに
かけた迷惑，「STUDIO  ZERO」がオイカワデニムのオリジナルブランドで
あることが世間に広まったことに対する懸念など，経営課題を改めて認識さ
せられた。

2．3　独自ブランドの立ち上げ
　このようななか，震災後ずっと秀子氏は，「こういう土地にいる。地域の
会社として何かしたい」「創業からずっと地域の方々を雇用させていただい
ていて，この災害を免れてこうやって残ったのも皆がいてくれたおかげだか
ら，会社として何かをしなければいけない」と話していた。具体的に何をす
るのかをずっと考え続け，工場再開から 4 カ月後の 8 月に，地元・気仙沼の
発展に向けて新たなブランド「SHIRO 0819」を立ち上げた。

　（1）捨てられる大漁旗と職業訓練，そして地元資源の活用
　震災の年のお盆に漁港のお祭りがあった。その時に飾られていた大漁旗
を，漁師の人たちは，汚れたり，破けたりしたものは掲げられない，だから
捨てると言っていたので，洋氏はこれをうまく使えないかと考えた。この大
漁旗がきっかけとなって，地域・気仙沼にこだわることに繋がった。
　一方，ハローワークに求人を出したものの応募がない状況が続いていた。
洋氏は，これは震災後間もない状況で工場に勤めるのは抵抗があるからでは
ないか，それなら，新しい生活を始めるにあたって手に職をつけるための服
を縫う訓練として募集すれば応募する人がでてくるかもしれないと考えた。
そこで，被災失業者の雇用を念頭に未経験者でも高品質な商品ができるよう
に，縫製の基本である真っすぐ縫う作業だけで品質が保たれるように設計を



第 6 章　震災を機に、地域資源を活用した地域発展の牽引者へ　　113

工夫することとした。
　また，大漁旗は実際によごれているということもあるが，震災を思い出し
たくないという方への配慮とともに，震災を忘れないでほしいという意味を
込めて，日常の生活に使えるように，大漁旗を全面ではなく細くアクセント
的に使ったバッグを制作することとした。以上の構想を固めたのが 8 月 19
日だった。
　更に，洋氏はサメの皮は産業廃棄物として処理しているという話を聞い
た。皮から身を剥がす技術があるなら，なめせば捨てていたものがお金にな
るし，ひと手間加えることによって新しい価値の出し方ができるのではない
かと考えた。当時は，壊滅状態だった地域の主要産業である水産業の復旧の
ために従業員が戻ってきても仕事がないという状態だった。サメ皮のなめし
や貝の加工などは地元の水産業の人たちの新たな仕事になるし，漁師町気仙
沼の資源を活用して地域全体が発展することになるのではないかと考えた。
これが実現できれば，徐々に技能が向上する従業員に合わせて，活用する地
元素材の比率をあげていけるし，直線縫いしか使えない商品から，きれいな
曲線を使った商品も出していけるので付加価値の高い商品につなげられる。
　これらの商品は「STUDIO  ZERO」のように OEM 先を押しのけると
いうことがないので，国内と海外どちらにも売っていけると考え，海外は

「STUDIO  ZERO」の販売チャネルを活用し，国内は震災記念品にならない
よう商品コンセプトに合致したホームページを厳選して販売することとし
た。

写真 6-4　大漁旗を使ったバッグ
（バック上部のアクセントラインに大量旗を活用）
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　（2）ブランド名「SHIRO 0819」の意味
　ブランド名の「SHIRO」は，まだ色がついていない「無色透明」の「し
ろ」だという。これから使う人が色を付けていくという意味が込められてい
る。また，「町が無くなった」，「何も無い」という「しろ」だという。人の
生活や町並みの再生など，気仙沼の復興がこれからスタートするという意味
も込められている。
　そして，海外にも通じるようにローマ字で「SHIRO」とし，ブランドを
立ち上げた日にち「0819」をいれた。

　（3）売上は地元と被災地に還元
　ブランド「SHIRO 0819」は，地域の会社として地域に恩返しをするため
に立ち上げた。そのため，そこから生まれたお金は新しい雇用者すなわち被
災者と，地元・気仙沼の復興のために使うこととした。また，今回の震災で
多くの人達から支援をしてもらったので，今度はどこかで何かあった時に自
分たちが支援するために使うことにした。
　ブランドを立ち上げた翌年（2012 年）の 3 月 12 日には，グラミン銀行創設
者でありノーベル平和賞を受賞したムハマド・ユヌス氏から「当座の利益は
さておき地域の課題解決を一番に考えた姿勢はまさにソーシャルビジネスで

写真 6-5　活用する地元・気仙沼の素材
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ある」と高く評価された。その言葉を聞いて自分たちがやろうとしているこ
とは間違っていないと大きな確信を得たオイカワデニムは，その翌年の春に
は気仙沼漁協と，緑の防潮堤を作ろうという「海辺の森を守ろう会」に寄
付をした。また，同年 5 月にはオクラホマ州での竜巻被害の映像を見て，瓦
礫が折り重なった気仙沼の津波災害の様子に似ていることに心を痛め，アメ
リカの支援があったから自分たちはここまできたという思いが募り義捐金を
送った。

　（4）書き替えられた社訓
　震災後，オイカワデニムの社訓は書き替えられた。以前は「地産地消」だっ
た。「地」元・「日本」でものを作って「地」球規模で「海外」に発信すると
いう意味だ。この社訓をストレートに事業にしたのが，日本製にこだわり海
外に発信していくという「STUDIO  ZERO」の取組みだった。
　震災後は，社訓として「丹精」を第一に掲げ，「地産地消」「まごころこめ
て」を付記した。「地産地消」はこれまでと同じ語句だが，地元・「気仙沼」
のものを地球規模で「日本を含む世界に発信する」と意味が変わったという。
　第一に掲げた「丹精」は，震災後，ミシンの音が変わったことを実感した
ことから掲げた。仕事をしたくても会社自体がなくなってしまった人もい

写真 6-6　ブランド「SHIRO 0819」のバッグ
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る，そんな時に自分たちは仕事ができる，という気持ちがミシンの音を変え
たと考えている。「心が一針一針に表れる」と言う秀子氏の，震災時の気持
ちを忘れず，とにかく一所懸命，一針ずつつないでいくことを大切にしたい
という思いが詰まっている。また，「まごころこめて」は物作りの精神であ
る。物作りの精神であるまごころを込めて，丁寧に，優しさを持って，感謝
をし，仕事をしようというメッセージである。

3．震災からのイノベーション

　（1）下請けからの脱却からソーシャルビジネスへの脱皮へ
　2 度の経営危機をバネにして下請けからの脱却を目指してきたオイカワデ
ニムは，震災を機に，当座の利益はさておき地域の課題解決を一番に考え，
自分たちが培ってきた総力をあげて，地域の雇用創出と地域と一体となった
発展を目指すようになった。ムハマド・ユヌス氏が指摘したとおり，まさに
ソーシャルビジネスへの脱皮であった。それまで「日本製」にこだわってい
たのが，「地域資源を使って」，「地域のために」ということにこだわるよう
になった。

写真 6-7　社訓
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　その変化の方向を決めたのはもちろん震災だが，その変化を支えるの
は，下請けからの脱却を目指して日本製に徹底的にこだわった自社ブランド

「STUDIO  ZERO」確立までのプロセスを通じて，企画から生産，海外での
販売まですべてを自社で行ってきた知識と経験である。また，自分たちが持っ
ている力をこの未曽有の災害で危機に瀕している地元・気仙沼の課題解決に
向かわせたのは，震災での避難所生活を通じて，心のなかに大きく湧きあがっ
たオイカワデニムの経営陣はじめ従業員全員の感謝の気持ちのように思う。
　洋氏は，母親である秀子氏について「新潟から嫁いできた秀子氏は，外か
らきた自分が地元の人に受け入れられたという感謝の気持ちが強い。反面，
自分は外から来た人間だという思いもあり，地元で生まれ育った自分たちよ
りも地元愛が強い」と語ってくれた。もともと地元に恩返しをしたいと強く
考えていた秀子氏が，震災の困難のなかで，いまやらずしていつやるのかと
いう気持ちで，実行に向けた具体的なアイディアを結実させたように見える。
　また，震災後，ミシンの音が変わったという。洋氏は「震災後，発電機を
動かして電気を通して，スイッチを入れて，最初にミシンを動かした時の感
覚はものすごく特別だった。1 ケ月近く電気のない生活をしていたので，ス
イッチを入れたら電気が点くというのは特別な感覚だった。そういう感覚が
ひとつある」という。「1 年前と震災の年の売上を比べると，人数も減り，
しかも休んでいるにも関わらずほとんど同じ。それは一人ひとりのモチベー
ションの違いからきていると思う。一人ひとりの商品や仕事に対する思いと
いうのが数字になって表われたのだと思う」ともいう。秀子氏は「仕事をし
たくても会社自体がなくなってしまった人もいる。そんなときに自分たちは
仕事ができるんだ，という気持ちが音に表われている」という。ミシンの音
の違いは長年携わっている人だけが分かるものだろうが，過酷な状況を経験
した被災地の人々の地元・気仙沼の復興に懸ける思いが，それぞれの仕事に
反映しているのは間違いない。

　（2）スピードの重要性
　震災後の取組みを振り返って，洋氏は「自分たちの取組みで一番大きかっ
たのはスピードだと思う。スピードが無ければ今の姿はなかったかもしれな
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い」とスピードの大切さを語ってくれた。オイカワデニムのイノベーション
を支えたのは再開に向けた迅速な取り組みだったのかもしれない。

「震災から 1 週間もしないうちに避難所に指定されたのは大きかった。
そうでなければ，その後の展開が大きく違っていた。震災からわずか 3
週間後の 4 月 4 日に工場を再開した。震災から 3 週間くらいで再開した
というニュースにより，お客さまから，これから作ってくれれば流され
た分は不問にするという対応をしてもらった。デニム業界では商品を
どの工場で作っているかを明らかにしないような風潮があるなかで，当
社に発注しているということを他に知られたくないお客さまもいるのだ
が，このような対応をしていただけたのは早期に再開したからだと思っ
ている。1 年後とかに再開していたら，流された分損害賠償しろとなっ
てもおかしくないと思っている。スピードが早かったことで，いろんな
意味で注目され知名度も上がった。本当に地域の復興を引っ張れればい
い。」（及川洋氏インタビューより）

　被災地域の復旧は決して早いとはいえない状況だが，スピード感を持って
復旧に取り組むことの大切さをオイカワデニムの事例から改めて認識させら
れる。

　（3）今後の展開
　震災後「SHIRO 0819」を立ち上げたオイカワデニムだが，「STUDIO  
ZERO」の製作はこれからである。
　インタビューを通じてこれまでの取組みについて語ってくれた洋氏は，

「STUDIO  ZERO」で生地から作って世界に向けて発信していくためにどう
していくか，「SHIRO 0819」が震災記念品，おみやげ品にならないようにど
のようにしていくか，今後の展開についても熱く語ってくれた。国内外で高
く評価される独自ブランドを作り上げてきた洋氏の頭のなかは，今後の展開
に向けてさまざまなアイディアでいっぱいだ。
　秀子氏の強力な求心力のもとで，製品開発と製造を担当する長男の昭彦
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氏，営業とデザインを担当する二男の洋氏，機械修理やメンテナンス，
製造を担当する三男の進氏の 3 人の息子が力を合わせてきっと「STUDIO  
ZERO」の復活と気仙沼の復興を実現してくれるものと信じている。

有限会社  オイカワデニムのイノベーションの軌跡

時期 出来事 背景にある事実やエピソード

1981 創業
秀子氏は専務取締役
に就任

・呉服店を営んでいた夫の明氏が「次の時代はジー
ンズが流行る」とジーンズの縫製事業を起業した。

1987 有限会社オイカワデ
ニム設立

1991 創業者である夫の明
氏が 48 歳で他界

・秀子氏の両親から，事業をたたんで子どもたちを
新潟の学校に進学させるように勧められた。

・従業員への責任と夫の看病で地元の方々に助けて
もらったことへの恩返しから事業を継続した。

1997 OEM の仕事が無くな
った

・OEM 先企業の生産拠点の海外移転に伴い仕事が
全くない状態となった。

・経済の波に翻弄されないよう下請けからの脱却を
決意した。

・秀子氏は従業員全員に「自分が穿きたいものを創
ってください。創ったものは自分のものにしてい
いですよ」と指示を出した。

・従業員一人ひとりがジーンズを作る全行程を把握
することによりジーンズの縫製に対する理解度が
飛躍的に高まった。

1998 防衛庁の迷彩服の生
産を受注

・サイズがいろいろで行程数がとても多く，丈夫に
縫製する必要がある手間暇がかかる採算ラインギ
リギリの仕事だった。

・縫製技術のレベルアップにつながり，後年のヴィ
ンテージ・デニムの縫製につながった。

2003 リーバイ・ストラウ
ス社創業 150 周年記
念のヴィンテージジ
ーンズを制作

・OEM 先の商品開発の意図を理解し，そのイメー
ジを生地から具体化する商品開発力や，ヴィンテ
ージ製品の当時の縫製・織物の技術的背景を理解
し，忠実に再現する技術力等を見込まれた。
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時期 出来事 背景にある事実やエピソード

2005 独自ブランド
｢STUDIO ZERO｣ を
立ち上げ

・日本製に拘ったオリジナルのジーンズを製造・販
売することにより下請けからの脱却を目指した。

・販売は OEM 先への配慮から海外に向けたインタ
ーネット販売とした。

・ブランドは育てるものと考え，自分の時に苦労を
しておけば後の人に教えてやれるので，規模が小
さいうちは自分たちで何でもやった。

2007 イ タ リ ア の ピ ッ テ
ィ・ウォモに出展

・イタリヤのバイヤーとの偶然の出会いがきっかけ
だった。

・その後，毎年出品するようになり，日本国内以上
に海外で認知されるようになった。

2008 現在の高台に工場を
新設・移転

・老朽化した創業以来の木造工場の移転先を探した
ら，土地はここしか空いてなかった。

・旧工場から近くて従業員が通いやすいのだが，当
時は高台の下が欝蒼とした竹薮で景色がよくなか
ったので引っ越すのが嫌だった。

・2010 年のチリ地震で津波警報が発令された際に
周辺住民が高台に集まってくる様子を見て，秀子
氏は有事の際にはこの工場が避難所になるのでは
ないかと予感した。

2011 3 月 11 日　東日本大
震災発生

・高台の工場が避難してきた 150 人の避難所となっ
た。

・本吉町婦人防火クラブの会長をしていた秀子氏の
知見と経営力により，皆が一致団結して一番明る
い避難所と呼ばれる運営を実現した。

・2 週間かけて従業員の安否確認を行い，4 月 4 日
に工場を再開した。

・地域の会社として地域に恩返しするために，8 月
19 日に独自ブランド ｢SHIRO 0819｣ を立ち上げ
た。

・震災後，社訓を「丹精｣ ＋ ｢地産地消｣ ｢まごこ
ろこめて｣ と書き替えた。

2012 ノーベル平和賞受賞
者のムハマド・ユヌ
ス氏が高く評価

・グラミン銀行創設者であり，ノーベル平和賞受賞
者であるムハマド・ユヌス氏から「当座の利益は
さておき地域の課題解決を一番に考えた姿勢はま
さにソーシャル・ビジネス」と高く評価された。

・自分たちがやろうとしていることは間違っていな
いと確信した。
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第 8章

世界の窓にクールコーティング革命を
株式会社 フミン

近藤　大

はじめに

　福島市にある株式会社フミンは，従業員 4 名の小さな企業である。しかし
その事業は世界各国の建築物のガラスに革命を起こしている。シンガポー
ル，マレーシア，香港，インド，そして中東諸国とその活躍の場はワールド
ワイドだ。
　同社社長の八木澤勝夫氏は，中東諸国まで営業網を広げた現在の状況を

「東日本大震災がなければ，こんな遠い国までこの商品を売りに行くとは
思ってもいなかったですよ」と述懐する。
　震災前，国内から注目を浴びると共に，数々の海外の展示会に出展し，シ
ンガポール，マレーシア等，熱帯の国々の市場の可能性に賭け，海外展開を
積極的に行ってきた同社の事業は，原発事故による「風評被害」という想定

フミンの会社概要

商号 株式会社　フミン

所在地 福島県福島市郷野目字上 21

代表者 代表取締役社長　八木澤　勝夫

設立 1978 年 11 月

資本金 1,000 万円

従業員数 4 名（平成 25 年 10 月現在） 

事業内容 窓コーティング塗料の販売・施工および技術指導，農業用資材の販売
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外の障害により出直しを余儀なくされた。一方でこの震災を受け同社の積極
的な海外展開は更に加速しているように見受けられる。一体そこにはどのよ
うなイノベーションがあったのだろうか。

1．トップセールスマンとしての活躍から起業まで

1.1　外資系製薬メーカーでの活躍
　八木澤氏は，外資系製薬会社日本シエーリング㈱（現㈱バイエル製薬）に入
社した。同社は副腎皮質ホルモン，アナボリックステロイドなどホルモン製
剤の分野で日本の医療活動に大きな貢献を果たした企業である。八木澤氏は
20 代で，全国トップクラスの成績を上げるセールスマンとして全国の営業
を統括する等活躍していたが，社内で労使間の紛争が発生して，業務が停滞
したことなどから退社を決意する。

1.2　「福島沢井」の起業
　日本シエーリングを退社した八木澤氏は，1978 年に福島市内でフミンの
前身である㈱福島沢井を起業する。同社は今日ではジェネリック医薬品の大
手となった沢井製薬㈱の代理店としてスタートした。八木澤氏によれば「あ
えて開拓されていない市場を狙った」とのことで，国立病院や県立病院など

写真 8-1　八木澤　勝夫氏（株式会社フミン代表取締役社長）
（フミン提供）
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の大手病院をターゲットとした。八木澤氏はここでも前職での人脈を大いに
活用するなど，敏腕営業マンとしての能力を発揮。県の指定業者となるまで
会社を成長させることに成功した。

2．大病と事業内容の変化

2．1　大病後の心境の変化
　順風満帆の起業であったが，会社設立から 14 年目を迎えた 1992 年，取引
先の大手病院の医療停止処分に伴い，1 億円近い売掛金の回収が困難になっ
てしまった。八木澤氏によれば，「医薬品卸売業は，どうしても売掛金の額
が多額になり，しかも回収期間が長いので，一取引先で 5000 万円の売掛と
いうことも珍しくなかった。」とのことである。心労が重なり，十二指腸潰
瘍となった後，幽門部（十二指腸とつながる胃の部分）閉塞となり食事をして
も，食べ物が腸に行かない状態となって，食べても吐くしかない状況に陥っ
てしまう。営業マン時代にレントゲン造影剤の販売を手掛けていたことで，
レントゲン写真の見方に明るかった八木澤氏は，自らの胃のレントゲン写真
を見ながら，「これは駄目だ」と思ったという。医師からもあと 1 年しか持
たないと通告され，八木澤氏は一か八か，胃カメラの先端で癒着部分を押し
てみてくれと頼んだ。胃カメラは奇跡的に癒着部分をはがすことに成功、
十二指腸まで通り抜けた。九死に一生を得た八木澤氏は医師のアドバイスも
あり，神経をすり減らす仕事はしないと心に決めた。

2．2　海洋性フミン物質との出会い
　大病から復活した八木澤氏だが，新たな商材として，海洋性フミン物質に
着目した。このフミン物質は、社名の由来となっている物質である。この物
質は，葉緑素を豊富に含んだ海洋性単細胞珪藻類（昆布，プランクトン類）が
数百年前に推積した，珪藻土地層から採取した鉱物である。
　八木澤氏はこの物質に高い消臭効果があることから，医薬卸を営んでいた
際に，寝たきり患者の寝具等の匂い消しとして，病院にサービスで配布して
いた。
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「病院で入院患者というのは，意外と自分の臭いを気にしているの
ですよ。自分自身が臭いということを非常に嫌がるものです。なん
とかしてあげられないかと思い，天然の害のない物質で匂いを消す
ことができるものは無いかといろいろ調べました。その上でたどり
着いたのがこのフミン物質でした。」

（八木澤氏インタビューより）

　八木澤氏は早くからこの物質に注目し，福島沢井の利益を東京大学生産技
術研究所へ共同研究費として支出していた。同社では，このフミン物質を含
む海底の珪藻土地層を掘り出し，独自の方法でフミン物質を抽出することに
成功する。
　同物質は様々な分野に活用が期待されていたが，1996 年に研究開発の
パートナーであった東京大学生産技術研究所の篠塚則子助教授が急逝。コン
ピューターのパスワードが分からなくなり研究成果が活用できなくなってし
まった。そこで既に高い効果が確認されていた農業分野に向けこの物質を販
売することにした。商品名 MR-X は故篠塚助教授から「何を言っているの
かわからないけれど，確かにその通りになる。不思議な人」という意味で名
付けられた八木澤氏のニックネーム（Mr.X の意味）から取ったそうである。

2．3　農家を一軒一軒訪問
　MR-X を販売するにあたり，医薬卸売りとは全く違う市場に向けて，どの
ような販売をしたのかを尋ねた。

「それはもう一軒，一軒農家をまわって営業しましたよ。最初はサ
ンプルを配って，使ってみてくださいとお願いしました。農家とい
うのはどこか哲学者みたいな人種ですから，最初は警戒もされまし
た。でも人となりを見るというのでしょうか，この人だったら騙さ
れてもいいかなという信頼関係が築けてきたんですよ。」

（八木澤氏インタビューより）
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　次第に農家の心をつかみ，評価が高まってくる中，新潟県のカドミウムの
汚染に悩まされる水田でこのフミン物質が活用されることになる。カドミウ
ムの汚染を避けるためには，水田の水を切らさないよう保たなければいけな
いのだが，水を切らさない状況が続くと根ぐされが生じてしまう。そこで，
このフミン物質を活用すると，通常より根が伸びて根ぐされを防ぐ事ができ
たのである。この新潟での成功から，全農にいがたが指定資材として売らせ
てほしいとの依頼があり，続いて全農福島からも同様の申し出があった。八
木澤氏の営業活動が報われたのである。

3．フミンコーティングの開発

3.1　窓ガラスの結露
　全農の指定資材として MR-X が導入されたことで，同商品の製造メーカー
としての地位が確立し，営業は全農に任せられるようになった。商品の問い
合わせも少なくなり，八木澤氏は会社の事務所で過ごすことが多くなったと
いう。秋から冬へと次第に気温が下がっていく中で，会社の外を眺めている
と事務所の窓ガラスが結露している。結露で濡れた窓から水滴が落ち，その
始末に苦労するようになる。
　八木澤氏は，そもそもなぜ結露が起きるのかということについて深く追求
するようになり，ガラスの外と内の温度差を無くしてしまえば結露がなくな

写真 8-2　（右）MR-Xを使用した稲の根，（左）使用していない稲の根
（フミンホームページより 2013 年 12 月 12 日取得）
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るという結論に至った。

3.2　電話ボックスのガラスに塗る塗料に着目
　八木澤氏はあるとき，付き合いのある業者から以前電話ボックスの暑さ防
止になる塗料を施工していたという話を聞いた。この塗料に含まれる物質は
アンチモンドープ酸化錫という物質である。電話ボックスは素通しのガラス
で囲まれたブースであり，夏場の暑さは耐え難いものである。この物質を塗
ることで断熱効果を得て夏場の暑さを和らげていたのである。八木澤氏は，
この塗料を塗れば，結露が発生しないのではないかと考え，その業者に塗料
を譲ってもらえないかと提案する。その当時すでに携帯電話の普及が進み，
電話ボックスも減少していたため，その業者は，使い道もないその塗料を
譲ってくれた。事務所の窓に塗料を含ませたスポンジで施工したころ，予想
通り結露は発生しなかった。

3.3　施工性を高めるために，困難を極めた開発
　八木澤氏はこの塗料の施工性を良くすれば，需要に応えていくことができ
るのではないかと考えた。スポンジで施工する方法は手間がかかるうえ，塗
りムラが発生してしまう。ガラス上面から塗料を流し込んで表面にコーティ
ングする方法なども試してみたが，芳しい結果は得られなかった。最終的に

写真 8-3　フミンコーティング施工に活用されるスプレーガン
市販のガンより吹き出し口の穴を大きく加工している。

（筆者撮影）
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は塗料をスプレーで噴射して，塗料が塗装面で垂れる前に熱風で乾燥させる
という方法に辿り着いた。塗料の濃度や溶剤を塗料メーカーと共同で研究
し，溶剤の種類や，塗料の濃度等の条件を整えた。日本製や外国製など，何
種類かのスプレーガンを取り寄せ，約 3ヶ月間，来る日も来る日も事務所の
窓で施工を繰り返すが，何度実験してもうまくいかない。曇りが出てしまっ
たり，垂れてしまったりという状況が続いた。
　ある日，これはもう無理だと思った八木澤氏は，半ば塗料を捨ててしまう
つもりでスプレーガンの塗料吹き出し口の穴を大きくし，塗料を乾燥させる
ブロワーも最強にして塗ったところ，透明な仕上がりになったという。

「塗装がうまく行ったときは，ああできたな，塗料を捨てなくて良
かったと思ったぐらいで，特に感動したとか，特別な感情は起きま
せんでした。毎日午前 3 時ぐらいに目を覚まして，今日はこうやっ
てみようとか，ああやってみようとか考えを巡らせて，それを 3ヶ
月もやっているわけです。毎日繰り返しているうちに閃くというの
でしょうか。成功する前に，車のなかでフロントガラスの雨粒が風
圧で広がって，透明になるのを見ていたので，雨粒みたいに塗料の
粒を大きくしてみたらどうかな，と思ったことはありました。アイ
ディアが具現化するというのはそういうプロセスだと思います。」

（八木澤氏インタビューより）

写真 8-4 フミンコーティングにより結露がおさまった窓
左が施工前，右が施工後
（フミンホームページより）
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3.4　トウホクビジネスマッチング in東証アローズへの参加
　2005 年にフミンコーティング（注：当時の商品名は「光熱フィルター」
である。現在の商品名の「フミンコーティング」は社名の「フミン」から
取ったもので MR-X に含まれるフミン物質とは無関係である。）の施工方法
が確立し，次第に注目を集めた同社であるが，翌 2006 年に一つの転機が訪
れる。東京証券取引所内の東証アローズで開催されたトウホクビジネスマッ
チングへの参加である。このイベントは東北経済産業局が開催したイベント
で，首都圏のベンチャーキャピタルや個人投資家などに，東北地域の企業・
団体のビジネスプラン等を発表する事を目的としたものである。フミンは東
北経済産業局の求めに応じてこのイベントに参加し，フミンコーティングに
ついてプレゼンテーションを実施した。このプレゼン内容に着目したのが，
暑さに悩まされる赤道直下の国シンガポールである。同国は雨季のゲリラ豪
雨に悩やまされており，温暖化の防止は極めて深刻な問題と捉えていた。同
国政府は，フミンに対して，自国での展示会への参加を呼び掛け，政府要人
を前にしたプレゼンテーションの機会を与えるなど熱心に働きかけた。2008
年同社はシンガポールに FUMINN．PTE．LTD を設立，海外進出の足掛か
りを得た。シンガポールではこれまで約 30 件の案件を受注している。

3.5　特許の取得
　「特許は欲張りが出すもので，あまり好きではない」と言う八木澤氏は，
フミンコーティングについて当初は特許の出願をするつもりは無かった。し
かし福島県の関係者から，塗布面に，虹彩現象（太陽の光が反射して虹のよ
うに見える現象）や塗りむらがないことに驚かれ，改めてこの発明の重要性
に気がついたという。
　2007 年に特許を出願したものの一旦は拒絶されてしまい，半ばあきらめ
かけていたところ，東北経済産業局の特許室長から「本当に塗装できるので
すか」と興味をもたれた。それまでの技術では窓ガラスに斑・歪みのない透
明な塗膜を形成する事は非常に困難と考えられていたためである。会社で実
演して見せたところ，実演に驚いた室長から，審査官と面談して特許を補正
することができるとのアドバイスをもらった。通常は 1,2 分の面談（八木澤
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氏談）というところが，異例なことに面談は一時間半に及んだ。

「（査察官との面談の）途中で人感センサー式のライトが消えてしま
いました。（特許庁は省エネルギーの観点から人感センサー式ライ
トを導入している）審査官がライトを点灯させようと手をばたつか
せるものですから，私は地震で停電したのだと思って逃げようとし
たぐらいです。それほど誰も動かないで真剣でした。」

（八木澤氏インタビューより）

　八木澤氏は特許事務所から審査官の言葉には一切否定をしないようにとの
アドバイスを得ていたそうだが，特許事務所は査察官のコメントの詳細なメ
モを作成し，特許を補正して出願した。
　特許の取得の連絡があった日は，八木澤氏はセミナーの講師として仙台市
内の会場にいた。「査定がおりました（特許が取得できたという意味）」とい
う特許事務所からの連絡の意味が良く分からず，「あーそうですか」と簡単
に電話を切ってしまったという。ある支援者から「こういう理論特許は通常
通らない」とのコメントが有った事などから，特許取得は不可能と思われて
いた。この特許は PCT（特許協力条約）による国際出願がなされ，2013 年 10

写真 8-5 社内に掲げられる各国特許
（筆者撮影）
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月現在，シンガポール，マレーシア，インドネシア，オーストリア，中国（香
港含む），アメリカ，台湾，韓国　の 7 カ国，1 地域で特許を取得している。
　特許を取得したことにより，同社は特許を活用した新たなビジネスモデル
を確立した。同社はフミンコーティングの塗料を大手塗装メーカーに委託し
て生産しており，代理店に対して施工方法の指導をするとともに，塗装用の
スプレーガンと塗料を提供している。販売の際に特許使用料を上乗せするこ
とで，自社ではコーティングの施工をせず，塗料の販売と施工の指導のみで
収益を得るという高収益なビジネスモデルとなっている。

3.6　震災前までの積極展開
　国際特許を取得したフミンは海外の展示会などに積極的に出展していく。
シンガポール，マレーシアなどの新興諸国では建設ラッシュが続くと共に，
夏場の暑さに悩まされており，着実に市場開拓ができると踏んだためであ
る。特に力を入れたのはマレーシアで，2010 年にはマレーシアの国際グリー
ンテック・エコプロダクツ展示会（IGME）に出展した。同展示は世界の 24
の国，地域より 277 社が出展，86,000 人以上が来場した一大展示会である。
フミンは，同展示会の JETRO のブースで注目を集め，八木澤氏はマレーシ
アのナジブ・ラザク首相に直接フミンコーティングの性能をアピールするこ
とができた。

写真 8-6　IGMEでナジブ首相へアピール
（フミン提供）
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　国内では，東京六本木の国立新美術館のガラスコーティングを受注した。
同美術館は建築家の故黒川紀章氏の設計によるもので，直方体の展示室の前
面に展開するロビーは 3 次元でうねるような広大なガラスの壁面で覆われて
いる。同社が総代理店となり，施工代理店 7 社を動員してわずか 14 日で施
工したという。フミンコーティングの施工性の良さが発揮された。
　フミンコーティングが好調な受注を続け，同社の特許を活用した高収益体
質が功を奏し，同社の業績は右肩上がりを続けていた。海外からの引き合い
も順調であった。八木澤氏によれば，前年比数倍増の売り上げを見込んでい
た 2011 年，一挙に暗転する。東日本大震災と福島第一原子力発電所の事故
の発生である。

4．震災後のどん底のなかから海外に活路

4.1　風評被害
　原子力災害に見舞われた福島県に対する風評被害は想像を絶するもので，
フミンも塗料の輸出が全くできなくなってしまった。同社の塗料は実は埼玉
県で製造しているのだが，福島の会社の製品と言うだけで，放射性物質が混
入しているのではないかと疑いの目を向けられ通関できないのである。国内
でも同様の風評被害を受け，約 100 社有った代理店は 10 社程まで減ってし
まった。加えて，原子力発電所の停止により，省エネルギー，温暖化防止の
流れが停まってしまい，節電など別な動きが出てきたのも痛かったという。

写真 8-7　国立新美術館施工の模様（フミン提供）
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　「震災前には，HSBC（香港上海銀行）の香港支店，香港のショッ
ピングモール，マカオのホテル，マレーシアのプトラジャヤの行政
機関，など多くの発注が来ていました。しかし輸出したくてもでき
ないのです。当然キャンセルになりました。福島にいると，人はい
ないし，仕事は無いし，外に食事に出ようと言う気持ちも起きませ
ん，暗い気分になって来てなにもやる気が起きない状態がしばらく
続きました。」

（八木澤氏インタビューより）

　まさにどん底の状態であったが，会社の財務は健全で借金がなかったた
め，売上げが低迷する中でもなんとか会社を存続することができたのは不幸
中の幸いであった。

4.2　低迷の 2年間のなかでの心境の変化
　震災からまもなく 2 年が経過しようとしていた 2012 年の 12 月，八木澤氏
は 2013 年の新年が近づいてきたところで，次のような心境の変化があった
という。

「正月も近づいてくると，なんとなく気分も緩んで，にこにことし
てくるけれども，私が住んでいる福島県は．にこにこではないのだ
と思いました。ここは思い切った方向転換で，会社の拠点も動かす
覚悟でやらないとだめだと考えを改めました。これまで 100 パーセ
ント自己資本にこだわってきましたが，出資者がいるのであれば
入れようと，外部から資本を持ってきた方が会社の成長はスピード
アップします。また，優秀で能力のある人材が居れば，会社に入れ
ようと。これまでも日本国内での上場の話もありましたけど，今度
は海外での上場を目指そうと思いました。」

（八木澤氏インタビューより）

　このような心境に至った八木澤氏は，2013 年の 1 月から積極的な海外展
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開を打ち出す。

4.3　フミングローバルの設立
　第一弾として，2013 年の 1 月，香港にフミングローバルを立ち上げた。
同社は，主として，アジア，インド，アメリカ等に向けてフミンコーティン
グの施工をすることを目的として設立された。八木澤氏は同社の会長に就任
している。
　同社の仕掛け人は，元海上幕僚長の夏川和也氏である。夏川氏は現在，海
上自衛隊のＯＢ会である水交会の会長を務めている。八木澤氏によれば，夏
川氏と知り合うきっかけは海上自衛隊自衛官の退職後の仕事として，夏川氏
がフミンコーティングの施工に注目し，フミンを見学に訪れたことからだと
いう。その後も折に触れ，フミンと関わりを持っていた夏川氏が，フミン
コーティングの海外展開の可能性を見出し，自身の人脈から現在のメンバー
に声をかけて設立に漕ぎつけた。同社のメンバーには各国の有名大学を卒業
し，様々な実績を積み重ねた若きエリートが名を連ねる。同社は震災後，香
港，上海，台湾など代理店が業務を停止してしまったアジアを主戦場としな
がら，新たにインドの市場開拓を目指して活動している。

写真 8-8　フミングローバルの役員と共に海外取引先を開拓
（右から 2人目が八木澤氏）

（フミン提供）
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4．4　サウジアラビアのミッションへ参加
　第二弾はサウジアラビア「省エネルギー」商談・視察ミッションへの参加
である。JETRO からミッションへの参加を打診されたのである。八木澤氏
は，ミッションに参加する前の気持ちを語った。

「これまで開拓してきた，シンガポール，マレーシア，香港などは
日本人にとっても馴染みのある土地で，いわば観光旅行の延長み
たいな気持で出かけて行って市場を開拓する事ができたのですが，
中東は，生半可な気持ちでは行けないと思っていました。またこ
のミッションがリヤドに現地集合なんですよ。あまり気が進まない
なあと思っていたのですが，JETRO がビザを取得したということ
で，これは行かないわけにいかないということで参加しました。」

（八木澤氏インタビューより）

　半ば JETRO から強引に誘われたような形ではあるが，このミッションで
サウジアラビアの経済界の要人とのネットワークを形成できた。中東には最
初はなかなか入っていけないのではないかと思っていたが，人間同士の関係
を築くと極めて義理堅いという中東諸国の人々の性質を知ることができたと
いう。

写真 8-9　サウジアラビアの大手建設会社代表との商談
（フミン提供）
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　また，中東諸国は，自国が資源立国であるがゆえに，国民が豊かな生活を送
るようになったとしても，自国の資源を大切にしたいという意識を持っており，
省エネルギーに関する思いが切実であるという事を実感した。中東諸国の可能
性を感じた八木澤氏はさらに積極的に中東での営業展開を図っていく。

4.5　中東市場の開拓
　その後，6 月に八木澤氏はカタールで，日系企業と地元の代理店となった
アルマナグループとの共催でフミンコーティングの合同セミナーを開催し
た。セミナーには駐カタール特命全権大使（当時）の門司健次郎氏が出席し挨
拶するなど，日本政府のバックアップも得た。セミナーではホテル関係者や
日本の大手建設会社 2 社，カタール大学の関係者などの専門家が出席した。
　これがきっかけでカタールへの市場開拓にも乗り出す。カタールでは
2022 年のワールドカップ開催に向けて，数多くのサッカースタジアムの建
設が進められている。このセミナーで出会いがあった著名なイタリア人建
築家が関わるアル - ワクラスタジアム（Al-Wakrah Stadium）の建設プロジェ
クトは灼熱の砂漠の中で空調の効きを良くするため半地下の構造を取り，
ホテルとスタジアムは地下でつながっているという壮大なプロジェクトであ
る。八木澤氏はこのガラスのドーム状の屋根にフミンコーティングをするこ
とを提案している。またこのほかバルワ　コマーシャル　アベニュー（Barwa 
Commercial Avenue）という全長 8 キロにも及ぶ巨大なショッピングセンター
が建設中で，ここにもフミンコーティングを施すように PR 中であるという。

写真 8-10 同社代理店である，
カタールアルマナグループ代表と

写真 8-11 カタールセミナーの模様
右は門司駐カタール大使（当時）

（フミン提供）
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　海外への展開に併せて，海外での塗料の委託生産も視野に入っている。こ
れまでの委託先は国内にしか生産工場がなく，関税の面で不利になっていた
が，今後中東などへの進出に向けて，海外での塗料の生産委託を検討してい
るという。関税を払うことなく製品を届けることができると共に，現在も放
射性物質の計測などで手間がかかる輸出通関の手続きがなくなるメリットも
ある。

4.6　自動車への活用
　灼熱の中東では，自動車の窓にも狙いを定めている。中東諸国では，テロ
対策等の観点から，色の濃い自動車ガラス用フィルムは禁止となっている。
これらのフィルムの代替としてフミンコーティングを施工する計画だ。既に
カタールには大手企業グループとの合弁事業で代理店を設置している。
　また数年後に発売されるであろう，燃料電池車などの電力を動力とする自
動車などの市場にも進出を考えている。燃料電池車には，車両の軽量化が求
められることから，これまでガラスを活用していたウインドウ部分にポリ
カーポネイドなどの樹脂が採用される可能性がある。同社ではこれらの樹脂
にもフミンコーティングをすることに成功している。また燃料電池車など，
電気を動力源とする車両は，電力のロスが航続距離に大きく響くことから，
空調に使う電気の使用についてもシビアな条件を求められる。フミンコー

写真 8-12　カタールのアル -ワクラスタジアムの完成予想図
（デザインマガジン DE ZEEN 日本語版サイトより 2013 年 12 月 26 日取得）
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ティグを施すことで空調の効率を高める方向に進んでいくのではないかと期
待している。

おわりに

　震災後のどん底から，すこしずつ立ち直ろうとしているフミンの事業活動
を概括すると，海外展開の加速と，特許による確立したビジネスモデル。そ
して，八木澤氏自身の人間力という 3 つの要素が相互に関連し合い，現在の
好循環を生み出していると考えられる。
　（1）海外への展開の加速
　震災後の事業展開について八木澤氏に尋ねたところ，今は国内市場が 1 で
海外が 99 だと述べていた。それだけ震災後，国内での市場がシュリンクし
てしまったということでもあるが，常にフロンティアスピリットを失わず，
チャレンジを続ける八木澤氏の姿勢が現れているともいえる。
　フミングローバルを設立してアジア地域の立て直しをはかり，自らは中東
諸国など，赤道直下の暑い国々にターゲットを絞り，現地の代理店とアライ
アンスを組みながらフミンコーティングの販売を進めていくというスタイル
は完全に海外に軸足を移した取り組みとなっている。
　（2）特許による確立したビジネスモデル
　八木澤氏の創業からの軌跡を辿っていくと，ちょっとした日常の出来事か
らでも常人が思いもつかないような深いレベルまで追求していく姿勢が感じ
られる。農業用資材であるフミン物質においても，フミンコーティングにお
いても，である。その探究心がフミンコーティングの特許取得を可能とし，
また，特許を核とした強固で高収益なビジネスモデルを構築できた要因と言
える。またこの特許を海外出願して，既に 7ヶ国，1 地域で特許を取得して
いることも海外展開に弾みをつける要因となっている。
　（3）八木澤氏の人間力
　八木澤氏の事業活動は，製薬会社勤務，医薬卸売り業などを通じて培われ
た圧倒的な「人間力」に裏打ちされているということが言えるのではないだ
ろうか。フミングローバルに名を連ねる錚々たる有名大学卒の学歴エリート
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に対しても，「あの『おにいちゃん』たちが（机上で計算した事業計画を実際
に）どこまでやってくれるか楽しみだ」といたずらっぽく語る八木澤氏だか
らからこそ，中東諸国の財閥のトップとも関係を作ることができたのであろ
う。もっとも，東大の篠塚助教授に Mr. X と呼ばれ，哲学者である農家に

「騙されてみよう」とまで思わせる八木澤氏を持ってすれば，中東の富豪に
胸襟を開かせ，「自分のビルを使ってくれ」，「会長室が空いているから使っ
てくれ」，「うちのビルに全部施工しよう」と言わせることはたやすいことな
のかもしれない。
　また八木澤氏の言葉の端々に，常に経済産業省，外務省，東北経済産業
局，JETRO などの支援があることがうかがえる。八木澤氏が苦境に陥った
ときには，常に公的セクターの支援があり，今回中東地域の可能性に着目
したのも，それらの機関が支援の手を休めなかったことが功を奏したと言え
る。八木澤氏の人間力が周囲の人間に支援の手を差し伸べさせているとは言
えまいか。
　会社経営には徹底した自前主義を貫いてきた八木澤氏だが，　「これから
は，優秀な人材は入れていきますし，他人の資本も受入れます，海外で上場
も目指します」との言葉の通り，震災を経てビジネスのスタイルは大幅に転
換していると感じられた。

フミン　イノベーションの軌跡

時期 出来事 背景にある事実やエピソード

1978 年 八木澤勝夫氏　同社前身
の㈱福島沢井を起業

外資系製薬会社㈱日本シエーリングのトップセ
ールスとして活躍後，退社して医薬品卸売業で
独立。沢井製薬㈱（後発医薬品製造）の商品を取
り扱う。セールス時代の人脈を活かし国立病院，
県立病院など大病院をターゲットとする。県の
指定業者となる。

1992 年 八木澤氏病に倒れる 大手病院の不正による医療停止により，手形の
支払いがストップ。1 億円近い売掛金の回収がで
きなくなる。十二指腸潰瘍から幽門部癒着とな
り食べ物が胃から腸に行かなくなる。大量吐血。
胃カメラで癒着部分をおしてみたところ奇跡的
に回復。九死に一生を得て「神経をすり減らす
金儲けはたくさん」と考えが変わる。
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時期 出来事 背景にある事実やエピソード

2000 年 「フミン物質」を利用した
天然農業資材を「MR-X」
と名付け販売

残された人生は好きなことをやりたいと，医薬
品の卸売を廃業。元々はサービスで配っていた
消臭物質を農業分野に使うことを決意

2002 年 アンチモンドープ酸化錫
を活用した透明な塗料を
窓ガラスに施工すること
を思いつく

全農にいがた・福島から「MR-X」が指定資材に
認定され，時間的余裕が生まれる。事務所で窓
ガラスが結露することに着目。電話ＢＯＸに施
工されていたアンチモンドープ酸化錫の溶液を
塗ってみたところ，結露が止まる。新たな商品
として可能性があると考え，商品開発を始める。

2003 年 社名をフミンに変更

2005 年 ガラス面に均一に塗るこ
とに成功

塗膜を一定の厚さにすることに苦労する。車の
運転中に雨粒を見ていて，雨粒がウインドウに
つらなって付着している様子にヒントを得て雨
粒でガラスを覆ったらよいのではとひらめく。
塗装に何度も挑戦したがうまくいかないので，
半ば塗料を捨てるつもりでスプレーの穴を大き
くして，ブロワーの風量を最強にして塗ってみ
たところ，透明に塗ることができた。その後大
手塗料メーカーと塗料の改良を継続し，ほぼ無
色透明な塗料の開発に成功。

2006 年 東北経済産業局主催「ト
ウホクビジネスマッチング
IN 東証アローズ」へ参加

シンガポール政府から関心を持たれる。シンガ
ポールの公共施設の受注を皮きりに，シンガポ
ールでの販路を拡大する。

2007 年 フミンコーティングで国
内特許取得

特許は一度拒絶されるが，東北経済産業局から
審査官との面談による補正を提案され，特許を
取得する。

2008 年 シンガポールで特許取得

2010 年 マレーシアの国際グリー
ンテクノロジー環境製品
展に参加。
国立新美術館のガラスコ
ーティング事業を施工

マレーシアのナジブ首相に直接アピール。マレ
ーシアの公的機関の建物のコーティングを受注。

代理店 7 社でわずか 14 日で仕上げる。

2011 年 東日本大震災発生 マレーシア，プトラジャヤの行政機関等，海外
の大口案件を順調に受注していたが，福島の風
評被害により，塗料が通関出来ない状態となる，
海外の大口案件はすべてキャンセル。輸出が 0
になる。順調に伸ばしていた業績に急ブレーキ
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時期 出来事 背景にある事実やエピソード

2013 年 JETRO のサウジアラビア
「省エネルギー」商談・視
察ミッションに参加（1 月）
同月　フミングローバル
を香港に設立，会長に就
任
カタールセミナーを実施
カタールでの販路拡大の
足掛かりを得る（6 月）

リヤド集合という，ミッションの内容にあまり
気が進まなかったが，経済産業省や JETRO から
の強い働きかけがあり参加。サウジ訪問後，中
東の人々の性質（信用されればどこまでも義理堅
い）に着目し，中東諸国の可能性に気がつき，気
力がよみがえる。
小さい所帯でも健全な経営を目指してきたが，
これからは資本を受け入れても良い，海外で上
場しても良いと考えが変わる。フミングローバ
ルにアジア・インドを任せ，自身は中東の開拓
を目指す。
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第 10 章

企業イノベーションからソーシャルイノベーションへ
株式会社 高田自動車学校

佐藤　寛

はじめに

　株式会社高田自動車学校は岩手県の沿岸の陸前高田市に本社を構える。同
社代表取締役社長の田村滿氏は，岩手県の陸前高田市，平泉市，遠野市に 3
校のドライビングスクール（以下 DS という）を展開している。
　同社は，少子化の影響で若者人口が減少していくなかで，首都圏方面の学
生等を対象とし短期間に免許取得が出来る「合宿免許」による教習を事業の
柱としている。中でも，遠野 DS は，地域資源を活用したユニークな集客を
行っており，合宿免許を受けに来た客は，地元で乗馬体験や農家民泊などの
グリーンツーリズムを教習の合間に無料で体験することができる。この活動
は地域の交流人口を増やし，地域経済への波及効果をもたらしてきた。
　東日本大震災の発生時，同社の本社がある陸前高田市は津波により甚大な

株式会社高田自動車学校の会社概要

商号 株式会社高田自動車学校

所在地 岩手県陸前高田市竹駒町字相川 74-1

代表者 代表取締役社長　田村　滿

設立 1975 年 7 月（創業：1968 年 2 月）

資本金 1,500 万円

従業員数 101 名（平成 20 年 12 月現在） 

事業内容 自動車教習所，重機等の技能講習，農業
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被害を受けたものの，本社は高台にあり被害を免れた。
　田村氏は，震災後，地域の人口減少が一層加速していくことに危機感を覚
え，新たな街作り支援・地域経済の担い手となる起業家集団を地域に創るこ
とを目的とした法人「なつかしい未来創造株式会社」を立ち上げ，被災地域
の経済的な復興に向け，大きな役割を果たしてきている。

1．田村滿氏の経歴

　田村滿氏は，1947 年岩手県大船渡市に 9 人兄弟の末っ子として誕生した。
田村家は代々漁業を生業とする家系で，田村氏の父親は 1944 年に仲間と水
産会社を創業，1968 年には株式会社高田自動車学校（以下，㈱高田自動車学
校に省略して表記）を創業，その他，衆栄商事株式会社（ガソリンスタンド）
を創業するなど，次々に事業を起こしてきていた。そんな父の背を見て育っ
た田村滿氏は，東京の大学を卒業後，1971 年，父親の経営する㈱高田自動
車学校に入社する。
　入社後，指導員の資格を取得し陸前高田 DS の自動車教習の指導員を務め
た。その経験から，自動車教習は運転技能のみならず，受講者の安全に対す
る意識付けが重要であると考え，安全に対する気持ちを育てる教習を行って
きた。その後，1978 年㈱高田自動車学校の常務取締役に就任したころから，
実質的に経営を任される立場となった。田村氏が経営に携わるようになった

写真 10-1　田村　滿氏（株式会社高田自動車学校代表取締役社長）
（（公財）東北活性化研究センター撮影）
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ころから，組合活動に熱心な職員が扇動する形で社内に労働組合が結成され
労働運動が盛んになっていった。同社労働組合は，県内の自動車学校労働組
合の中で一番力のある組織となり，職場の中で激しい労使紛争が常態化し，
幾度となく五月雨式にストが繰り返され，その対応に苦慮してきた。その中
で田村氏は「従業員は会社のパートナーであり，会社全体について知る権利
があり，経営者として分かりやすく説明する必要がある」と考え，会社経営
の理念及び中長期計画を入れた「事業発展計画」を作成し，従業員に逐一説
明を行い，さらに毎月，月次決算も報告して，会社について理解してもらう
ことに腐心した。それ以降，徐々に従業員も会社の状態を理解し協力するよ
うになり，労働組合の活動も鎮静化していった。
　2001 年，㈱高田自動車学校は，平泉 DS を運営する株式会社国際自動車
教習所の経営を買収という形で引き継ぎ，2003 年には田村氏は株式会社高
田自動車学校及び衆栄商事株式会社の社長に就任した。こうして，名実とも
に経営のトップとなっていく。そして，2004 年には遠野市内にあった「遠
野自動車学校」の事業を引継いで，遠野 DS を開校し合宿教習とグリーン
ツーリズムを組み合わせた事業を展開することとなる。
　現在，田村氏は，㈱高田自動車学校（陸前高田 DS・遠野 DS），株式会社

図表 10-1　㈱陸前高田自動車学校とグループ企業の事業内容

出所：田村氏ヒアリングをもとに（公財）東北活性化研究センター作成
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国際自動車教習所（平泉 DS）による 3 カ所の DS をサザン岩手 DS グループ
として経営しているほか，震災後ガソリンスタンド事業から転換した衆栄商
事株式会社（現在は漁業用製氷事業），有限会社満福農園（農業）を経営し，
企業経営者として，地域に根ざした事業展開を行っている。加えて，地域
の中小企業経営者のリーダーとして岩手県中小企業家同友会気仙支部長，なつ
かしい未来創造株式会社代表取締役も務め，有志を集め地域外の支援機関とも
連携し，気仙地域（大船渡市，陸前高田市，住田町）における将来の産業おこし
と，それを担う人材の発掘・育成を行うなど，地域の再興を図って来ている。
　以下，その概要を震災前後の企業経営活動と，震災後の地域再興活動に分
けて紹介する。

2．㈱高田自動車学校の事業展開

2.1　合宿教習による地域経済の活性化
　陸前高田 DS では 1998 年から合宿教習を開始した。この背景には田村氏
が自動車学校の教習生となる地域の 18 歳人口の減少が進み，地域住民の
ニーズのみでは経営が成り立たなくなるという危機感を持っていたことが
ある。一方，地域においては，大船渡市，陸前高田市の観光客が次第に減少
し，旅館や民宿を含め地域経済が疲弊してきている状況にあった。田村氏は
地域の交流人口が縮小していくのを見て，合宿教習の費用の一部を直接地域
に還元することを考えた。そして，当初は会社に宿舎を持たず，合宿教習生
の宿泊を地元の旅館・民宿にお願いしていた。その後，1999 年に岩手県で
開催された全国高等学校総合体育大会等の地元行事により宿泊施設が確保で
きず，会社として営業的に大きな打撃を受けることになったことから 2000
年及び 2003 年に寮を建設し，自社で宿泊を賄える体制をとることにした。
　平泉 DS では，2003 年 7 月から合宿教習を行ってきている。平泉はもと
もと世界遺産に登録された中尊寺等の観光資源があり，合宿教習生の観光案
内を自社で行い，毎年の合宿教習生などの交流人口の増加を図っている。
　ちなみに，平泉 DS には従業員で組織する「邂逅クラブ」があり，このク
ラブが合宿教習生の希望を聞いて，中尊寺等の拝観料持ちで観光地への送迎
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を実施している。「邂逅クラブ」は「教習に来る生徒さんたちも何かの縁で
来られているので，その人と人との出会い，巡り会いを大切にしよう（2013
年 6 月 10 日田村氏へのインタビューから）」という田村氏の考えを受けて，
従業員が活動するクラブである。

2.2　全国初のグリーンツーリズム融合型合宿教習
　2002 年に，遠野市関係者から，経営不振により閉校する「遠野自動車学
校」の引き継ぎを持ちかけられた。同校は，地元を対象とした事業展開をし
ており，遠野市の若者の人口減少に伴い，自動車教習の需要が減少し事業継
続が難しい状況にあった。また，たとえ新たにそこで合宿教習を行ったとし
ても平泉 DS や陸前高田 DS と競合することが考えられたことから，田村氏
も初めは同校の経営引き継ぎに対して消極的であった。しかしながら，遠野
市からの熱意に押されたことや，遠野市内で行われるグリーンツーリズムの
話を繰り返し聞かされ，合宿教習とグリーンツーリズムとの融合を思いつい
たことから，2004 年 3 月に全国初のグリーンツーリズム融合型合宿教習を
行う遠野 DS を開校した。
　このグリーンツーリズムとの融合型合宿教習実施にあたっては，田村氏に
はこのような考え方があったという。

　「自動車教習というものは，教習生と教官の安全意識のギャップ
を埋めていく過程です。このギャップを合宿教習の短期間でうめる

写真 10-2　陸前高田市にある陸前高田ＤＳの校舎
（陸前高田ＤＳホームページから 2013 年 9 月 19 日取得）
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のは実は大変難しいことです。私はグリーンツーリズムに興味を持
つような教習生は，この安全意識のギャップを埋めていくことが比
較的容易なのではないかと考えました。すなわちグリーンツーリズ
ムの体験を受け入れることの出来る教習生は，自社で重視する『安
全』への意識の潜在的素地を持つ教習生でもあることが想定される
と考えたのです。このことで，安全意識の高いドライバーを生み
出せるドライビングスクールとして差別化が図られると考えまし
た。」（2013 年 6 月 10 日田村氏へのインタビューから）

　グリーンツーリズムは地元の NPO 法人「遠野山･里･暮らしネットワーク」
と連携して行っており，これに参加する教習生は，教習の空き時間や休日にト
マト，ブルーベリー，野菜などの農業体験や，乗馬体験，草木染め，そば打
ち，わら細工等の体験について農家民泊等を活用して行うことが出来る。
　とりわけ乗馬体験は，馬と人とのコミュニケーションが，自動車運転の安
全意識の醸成に繋がると田村氏は考えている。言語を介さないコミュニケー
ション能力の向上は，自動車運転に置き換えた場合，車という道具を使って
他の車を運転する人とのコミュニケーション能力の向上につながり，ひいて
は，安全運転につながるとして，グリーンツーリズムに参加する教習生には
極力乗馬体験をしてもらうよう働きかけている。
　このような安全意識の高い教習生を集めるという田村氏の目論見に加え，
グリーンツーリズム融合型の教習は競合の教習所を抑えて教習生を遠野 DS
に呼び込むインセンティブを提供することになり，ひいては，地域の交流人

写真 10-3　遠野グリーンツーリズムのイメージ
（遠野 DS ホームページから 2013 年 12 月 26 日取得）
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口増にも繋がった。2008 年，合宿教習に農業体験や乗馬体験を取り入れた
ことにより，遠野市内の宿泊客が大幅に増え，まちの活性化に繋がっている
ことが評価され，NPO 法人パートナーシップサポートセンター主宰の「パー
トナーシップ賞」を受賞した。地域資源を活用したグリーンツーリズムとの
融合型合宿教習は，地域経済の活性化を促し，社会的に認められることと
なった。地方のハンディは，その地域の資源を活用することにより克服され
ていくというモデル事業となっている。

2.3　農業の事業展開
　㈱高田自動車学校では，長期方針に「グリーンビジネスへの事業展開」を
謳い，農業を行っている。
　きっかけは，日本国内の食の安全が中国等の輸入野菜により脅かされてい
るという状況を知った事である。同社は教習の基本理念である「安全」を
キーワードに，食の安全も自分たちで提供したいと考えて，安全な無農薬の
農産物を提供する農業を始めた。
　同社が農業に進出したきっかけは，2006 年に農業特区であった遠野市で，
遠野 DS でのグリーンツーリズム融合型合宿教習で関係ができた NPO 法人

「遠野山・里・暮らしネットワーク」の紹介によって，農地を借りることがで
きたことである。当初は無農薬の米作りを始め，併せてトマト栽培も実施し
た。トマトは現在当地でジュース，ピューレに加工し販売している。2008 年
からは椎茸，雑穀（アマランサス）も栽培している。特に椎茸栽培の繁忙期，
閑散期は合宿教習の繁閑期とずれており，従業員が合宿教習の閑散期に農業
に従事することが出来ることから，社内人材の効率的活用に資している。
　陸前高田市での農業参入は，「自根胡瓜」が端緒となった。（現在スーパー
などで流通する胡瓜はほぼ「接ぎ木」をされたものであり，かぼちゃの根に
胡瓜の枝を接いだものが主流であるが，自根胡瓜はその名の通り自分の根で
育つ胡瓜である。）自根胡瓜は育ちにくく収量が少ないこともあって栽培する
農家が減り，産地である陸前高田でも徐々に減少している地場野菜である。
この胡瓜は皮が薄く柔らかく，胡瓜の外側に粉が浮いて見え，果肉がしっか
りしていて美味しい。同社では，これを 2014 年からハウス栽培により一年
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を通じての出荷を可能とし，地元での知名度を高める努力をしていこうとし
ている。地域貢献の一環として，これからも古くからこの地にある地場野菜
を地域で栽培し食する地域の文化を絶やすことがないようにしていきたいと
田村氏は考えている。
 また，同社では現在，イチゴ栽培も行っている。イチゴのハウスは間伐
材を利用した木製枠ビニールハウスを活用しており，岩手県農業研究セン

写真 10-4　自根胡瓜の栽培の模様
（満福農園フェイスブックページから 2013 年 12 月 26 日取得）

写真 10-5　ハウス栽培のイチゴ畑
（満福農園フェイスブックページから 2013 年 12 月 26 日取得）
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ター，材木事業者，設備業者，障がい者支援施設との 5 者が協力して行って
いる。このハウスは閉鎖型で栽培床を高くした高設栽培というシステムで栽
培しており，暖房は間伐材を燃料としたストーブで行っている。
　収穫されたイチゴは，陸前高田市の障がい者就労継続支援施設あすなろ
ホームとタイアップしてジャムに加工し，「イチゴのコンフィチュール」と
して販売している。本事業は，農作物の高付加価値化をはかることで，地域
農業が着実に継続していけることを示し，地域の農作物による食の安全を確
保することを狙いとしている。将来的には地域の農業が自立化し，有力な産
業となっていく端緒となるものと考えており，2012 年，自動車学校の農業
部門を有限会社満福農園として独立させた。

2.4　東日本大震災後の㈱高田自動車学校の活動
　高台にあったため陸前高田 DS は津波による直接の震災被害は免れたが，
先ずは，合宿教習に来ていた教習生を無事に帰宅させることに専念した。陸
前高田市内は壊滅との報道もされる中，教習生の家族の心配を拭おうと，田
村氏は早急に教習生全員を帰宅させる方策を考えた。交通機関が途絶し通信
手段も失われた中で，帰宅の段取りは困難を極めたが，14 日までに岩手県
内は自動車学校のバスで自宅まで送り，また，北海道から来ていた 8 名は秋
田空港経由で帰宅させることに成功（チケットの取れた 16 日の便で帰宅）。
首都圏からは 80～90 名程の教習生を受け入れていたが，長距離バス会社の
北上営業所にチャーター便を頼み込み，なんとか 2 台のバスを確保した。東
北道が利用できないことや，原子力災害の心配もあり，磐越道で新潟を経由
し大宮まで送り届けることができた。
　そうした中で，地域の避難住民が陸前高田 DS の敷地内に集まってきてお
り，宿舎，食事の手配，提供を行っている。その後も被害を免れた高台で
あったことから，1 ヶ月以上に亘り，全国から救援に来た警察（警視庁，千
葉県警，神奈川県警等）の車両駐留拠点となった。また，支援物資の配送拠
点ともなったことから，ボランティア活動の中継地として延べ 1 千人程度の
宿泊も引き受けてきた。
　震災後の支援活動の拠点となったことで教習生の募集開始はずれ込み，事
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業再開は 4 月からとなった。教習生はなかなか集まらず，ほぼゼロの状態が
続いたが，2012 年からの合宿教習再開で，やっと教習生数が集まってきた。
苦しい経営が続いたが，従業員の解雇は考えなかったという。雇用を守る
ため一時陸前高田 DS の従業員を，平泉や遠野に分散することも考えていた
が，実際は 5 月から陸前高田 DS 内の「三陸技能講習センター」で行う重機
免許の技能講習が忙しくなってきたため，大幅な異動を行うことなく事業を
継続している。
　しかしながら震災から 3 年が経った現在でも，合宿教習の教習生数は震災
前までは回復していない。

3.　ソーシャルイノベーションへの転換

　甚大な被害を受けた陸前高田市の復興は思うように進まず，次第に町を
離れる住民が増えるなど，人口流出に歯止めがかかっていない。陸前高田
市の人口は震災直前の 2011 年 3 月 11 日 24,246 人（陸前高田市 HP 東日本大
による本市の被害状況から）から，2 年 8ヶ月を経た 2013 年 11 月 31 日には
人口 20,565 人（陸前高田市 HP 人口世帯数から）と，震災を経て約 85％ に
なっている。元々，陸前高田市の人口は 80 年代以降から減少傾向にあり，
2000 年から 2010 年の 10 年間でも 9.3％ 減少しており（総務省「統計 Today 
No.41，表 1. 被災 3 県の沿岸地域の人口の推移」から），このままでは，震
災を機に人口減少が加速化する可能性がある。
　震災前から人口減少による自動車学校の経営を憂慮していた田村氏は，震
災後，救援活動の後方支援を行う中で，地域社会の存続に次第に危機感を覚
えるようになった。そして，地域の復興を果たしていくためには自ら地域の
なかで行動し，多くの地域企業の再興，地域への流入人口の増加，加えて，
新たな起業・新事業の創出による雇用の場の確保が重要と考えるようになっ
た。そのことについて田村氏は次のように話している。

「行政は，8 年後には復旧整備を終える，商店街も整備すると言っ
ているが，8 年後にどれだけの人が残っているのか。そう考える
と，我々に課せられた課題として，我々がここの人口を増やしてい
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くしかない。人口を増やせば色々な解決策が出てくるはず。我々が
やるしかない。会社の中でも，地域をつくっていこう，地域の中で
何かあったら自分たちで出来ることは精一杯やっていこうと話して
います。」（2013 年 6 月 10 日田村氏へのインタビューから）

　そして，田村氏の活動の場は，次第に自らの会社の枠を超え，地域社会へと
移っていき，地域社会にイノベーションを起こす活動へとシフトしていった。

3．1　地元中小企業を支える「岩手県中小企業家同友会気仙支部」の　
活動

　田村氏は震災前の 2007 年に，地域中小企業経営者を支援し地域活性化に
結びつけるため，岩手県中小企業家同友会気仙支部を設立し支部長に就任し
ていた。
　同支部は，震災後 1ヶ月半経った 5 月初めに，震災後の地域復興に向け
て，気仙支部として「けせん朝市」を開催した。同友会の会員の枠を越えて
被災商店が集まり，飲食店が日替わりで入ることが出来る厨房付き木造建築

「同友ハウス」を建設，7 日間で 2 千人を超える集客を得た。
　また，陸前高田 DS 構内にユニットハウスの「岩手同友会気仙事務所」を
設け，地域企業経営者の相談に応じることで，地域で頑張る経営者の支えに
なっている。

3.2　地域に事業を創出する「なつかしい未来創造株式会社」の活動
　田村氏は，震災後 3ヶ月経った頃に，陸前高田市の未来像を頭の中に描き，
それを絵にしてくれる人を探し，パース（全体展望図）を描いてもらった。

「町を高台に移転し，被災している低い土地を牧草地にして羊を飼
い，羊飼いのおばちゃん達が，観光で来た人達への震災の語り部も
兼ねる。そんな牧場にすることを考えました。その他に，亡くなっ
た人を弔う意味で花の植物園，それから大企業に貸し出しその社員
に活用してもらうような市民農園も描きました。」（2013 年 6 月 10
日田村氏へのインタビューから）

　そのパースを基に陸前高田市の将来像を考え議論する「陸前高田千年みら
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い創造会議」を開催した。岩手県中小企業家同友会気仙支部，陸前高田青年
会議所等地元の中小企業経営者，市民，各分野の専門家など 40 人が参加し
開催したこの会議が，まちを復興していくために，組織，団体が枠を越えて
地域復興に向けて進む地域内の活動の端緒となった。
　この会議の後の 2011 年 9 月に，この会議の議論の内容を実現していくた
めの「なつかしい未来創造株式会社」が創設された。地元の企業経営者を中
心に東京のコンサルタント会社（被災地支援に入っていた企業）のメンバー，
合わせて 8 人で設立，田村氏が初代社長に就任した。同社の社名「なつかし
い未来」とはスウェーデンの言語学者，ヘレーナ・ノバーグホッジ氏がヒマ
ラヤの辺境の民族ラダック族の生活を研究し，持続可能な社会のあり方につ
いて問うた著書（「ANCIENT FUTURES Learning From Ladakh」）から取っ
たものだという。
　同社は復興まちづくり会社として，地元資源を活かし新たな雇用を創る事
業を実施しており，これまでの主な事業活動について以下に記載する。
　（1）　仮設商店街「陸前高田未来商店街」の開設準備計画の策定
　同社の地域創造事業として，大手スーパーの隣接地を借り，コンテナを改
造した店舗を配置した仮設商店街「陸前高田未来商店街」の開設準備計画の
策定があげられる。その後，同計画は実施主体を独立させてスタートした。

写真 10-6　なつかしい未来創造株式会社を立ち上げた 8人
（なつかしい未来創造株式会社フェイスブックページから 2013 年 9 月 17 日取得）
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現在，この地域には，コンビニエンスストア，大手スーパー，銀行等様々な
商業施設が周囲に集まり商業地を形成している。
　（2）　インターンシップ事業の実施
　2012 年 6 月から，インターンシップ事業を実施している。これは内閣府
の事業支援を受けた東京にある社団法人が行うプログラムを，同社が地元受
け入れ機関となり実施をしているもので，一昨年は愛媛県および広島県の大
学生 80 人を，昨年は関東圏，新潟県，宮城県，岩手県，四国圏の大学生 60
人を，1 回につき 2 週間のプログラムを 4 回にわたり，陸前高田市，大船渡
市，気仙沼市の企業（事業所）に受け入れた。
　（3）　新事業創出支援の基盤を作る：箱根山テラス
　自ら起業し新事業を興すことを目的としたインキュベーション事業も行っ
ている。補助金と専門家による支援を活用し，気仙地域で 40 名の起業家，
新規事業を立ち上げる者が生まれている。
　なつかしい未来創造株式会社では，その起業活動支援の拠点としての場所
作りも行っている。「集う」，「学ぶ」，「起業する」をコンセプトに，地域内
外から起業を目指す人々の集まれる場所として「箱根山テラス」の建設を進
めている。陸前高田市内の箱根山に 6 千坪の土地を確保し，ワーク施設（研
修棟），宿泊施設（14 室，45 名宿泊）及び 400㎡ のテラスの建設を予定し，
2014 年 6～7 月にオープンを予定している。自然の地形を活かした造成，建
築を行い，自然エネルギーの活用によりエネルギーを自給自足出来る建物に
したいと考えている。
　「箱根山テラス」では，被災地の企業と被災地外の企業が共同で企画会議や
営業戦略会議等を運営し，起業家が実践的にソーシャルマインドやビジネス
ノウハウを身につけることが出来る研修プログラムを実施することとしてお
り，併せてコワーキングスペースとして起業家に開放する計画も持っている。
　（4）　陸前高田市の復興まちづくり計画への市民の巻き込み
　陸前高田市の復興まちづくり計画に市民が積極的に関わっていくための橋渡
し役としての「一般社団法人陸前高田･今泉地区明日へのまちづくり協議会」
が立ち上がり，なつかしい未来創造株式会社がその事務局を行っている。
　今泉地区は，気仙川河口右岸にあり，江戸時代伊達藩直轄地で，気仙地方
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の中心地として栄えたところである。古い商家が並ぶ町並みがあり，ここ
では毎年，山車をぶつけ合う祭り「けんか七夕」が行われるなど，地域の伝
統と深く結びついた場所である。古い町並を再建するなど歴史文化，価値観
を引き継いでいくことは意義のあることであり，そういうまちづくりについ
て，協議会では市と定例会議を行って来ている。
　また，同協議会では，市民の勉強を兼ねて部会を設け，今泉地区にどうい
う企業を呼んで来るか，食文化等地元の伝統をどのようにして残すか等の検
討も行っている。
　こうして設立後僅か 2 年の活動を見ても，地域の存続を期し，地域に雇用
をつくるため，やれることは全てやるという田村氏の行動力が表れている。

4．まとめ

　東北地域における少子高齢化問題は震災前から顕在化しており，田村氏は
ドライビングスクールの事業を展開するなかで自らの顧客である若者人口の
減少に危機感を持っていた。震災前には田村氏は自社のドライビング事業を
通じてイノベーションを起こし，地域の交流人口の増加を図る等，地域の活
性化に貢献してきた。
　東日本大震災という大災害により，陸前高田市は避難流出者を含め人口減

写真 10-7　「箱根山テラス」完成予想模型
（（公財）東北活性化研究センター撮影）
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少に拍車がかかり，地域経済の低迷，地域社会の崩壊が懸念されている。こ
のことを契機として，田村氏の活動は自社の事業領域を超えて，ソーシャル
イノベーターの領域にまで及ぶ活動を展開している。
　地域産業の存続とともに，新事業の創出により雇用を生み出し，住民の定
着による地域コミュニティの継続を図る。こうした考えのもと，なつかし
い未来創造株式会社を核に，震災後のソーシャルイノベーションの活動がス
タートした。
　田村氏は，その活動を通じて，地域のソーシャルイノベーターとして地域
内で大きな存在となっている。

株式会社陸前高田自動車学校　田村滿氏のイノベーションの軌跡

時期 出来事 背景にある事実やエピソード

1971 年 ㈱陸前高田自動車
学校入社

父親が創業者である自動車学校に入社す
る。入社後指導員を経験し，「安全」の心
を育てる場所であるべきと考える

2003 年 ㈱高田自動車学校
代表取締役社長に就
任

陸前高田 DS，平泉 DS の経営トップに

2004 年 遠野自動車学校を
引き継ぎ，遠野 DS を
3 月からオープン

全国初のグリーンツーリズム融合型自動車
学校として運営

2008 年 NPO 法人パートナー
シップサポートセン
ター主宰の「パート
ナーシップ賞」を受
賞

市内宿泊客を増やしたことが地域経済活性
化の活動として評価される。

2011 年 3 月 東日本大震災発生
復興事業始まる

高台にある広い平坦な土地（陸前高田 DS）
を， 救援拠点として提供。

2011 年 4 月 教習事業を再開
被災者対象重機免許教習開始。

2011 年 5 月 自動車学校の敷地内で仮設商店街「けせん
朝市」を再開。

2011 年 7 月 「陸前高田千年みらい
創造会議」の立ち上
げ

同友会， 青年会議所等の仲間と「陸前高田
千年みらい創造会議」を開催。
復興に向けた地域活動の端緒となる
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時期 出来事 背景にある事実やエピソード

2011 年 9 月 「なつかしい未来創造
株式会社」代表就任

復興の先にある「なつかしい未来」にむけ
て， 人々が共感する事業を生み出すことを
目的とした新会社を設立

2012 年 6～9 月 インターンシップ受け入れ事業実施

2012 年 9 月 「一般社団法人陸前高田・今泉地区明日へ
のまちづくり協議会」設立。事務局を担う

2013 年 8 月～
2014 年 3 月

インキュベーション支援事業の実施

2013 年 4 月 復興支援型企業研修センター（愛称：箱根
山テラス） 企画
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小笠原　修一（おがさわら・しゅういち） 第 6 章
公益財団法人東北活性化研究センター　地域・産業振興部長

近藤　大（こんどう・だい） 第 8 章
公益財団法人東北活性化研究センター　地域・産業振興部課長 

佐藤　寛（さとう・ひろし） 第 10 章
公益財団法人東北活性化研究センター　常務理事 事務局長

菊池　遼（きくち・りょう） 第 11 章
東北大学大学院経済学研究科博士前期課程

西出　優子（にしで・ゆうこ） 第 11 章
東北大学大学院経済学研究科 准教授




